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－巻頭エッセイ－

　本年６月に開催された定時総会・理事会におい

て、会長に就任いたしました小林です。50 年余

の歴史を持つ協会の第７代目の会長となります

が、歴代会長をはじめ、これまで諸先輩方が取り

組んでいただいた成果を引き継ぎ、役員並びに会

員各位と共に協会運営にしっかりと取り組む所存

ですので、よろしくお願いいたします。

　協会は、昭和 48 年の設立以降、農業農村を巡

る環境変化に対応しつつ、土地改良事業を実施す

る上で必要な調査・測量・設計・補償などに関す

る技術の向上と、技術者の育成・確保に取り組ん

でおります。また、技術の多様化、高度化が求め

られる中で、近年は農業土木技術管理士をはじめ

５つの資格制度の実施や技術者の継続教育を協会

事業の中心としております。

　先の通常国会において、農政の憲法ともいえる

「食料・農業・農村基本法」の改正法が成立し、

６月には施行されたところです。改正により、新

たに「食料安全保障の確保」が基本法の理念とし

て位置づけられるとともに、農業農村整備事業に

おいては、「農業生産基盤の整備及び保全」とし、

「保全」が新たに位置づけられました。また、土

地改良法についても、基本法改正を踏まえて、来

年の通常国会に向けてその改正の準備が進められ

ております。これらを通じ、防災、減災やスマー

ト農業等を視野に入れた整備や農業水利施設等の

老朽化への対応がより的確かつ安定的・継続的に

行われるものと期待されます。

　一方、会員企業においては、平成の三位一体改

革や民主党政権下での農業農村整備予算の大幅な

削減等の影響を受け、30 代から 40 代の中堅技術

者の不足や技術者の高齢化が進展しており、近年

増加傾向にある若手技術者の育成が喫緊の課題と

なっています。

　また、農村地域を業務活動の主体に置く地域

コンサルタントが協会会員の大宗を占めており、

自然災害が激甚化、頻発化する中、地方農政局

長等との災害対策業務に関する協定に基づく支

援活動に加え、地域コンサルタントによる迅速

な復旧・復興への取組が重要かつ不可欠となっ

ております。

　これらの状況に対応し、農林水産省等の関係機

関との綿密な連携を一層図るとともに、顧問に就

任頂いている宮崎雅夫参議院議員、並びに進藤金

日子参議院議員のご指導・ご支援を受けながら、

資格制度の見直しや会員・資格者へのサービス向

上等の事業改革を適時・適切に進めていく必要が

あると考えております。

　最後になりますが、公益社団法人である本協会

公益社団法人土地改良測量設計技術協会　会長　小　林　祐　一
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－巻頭エッセイ－

の使命は、「国民の生存基盤である農地と水利施

設を整備する土地改良事業に係る技術の向上と技

術者の育成」であることを強く認識し、その責任

と役割を踏まえた事業運営の展開を図っていきた

いと考えております。引き続き、関係諸機関の皆

様のなお一層のご支援と会員各位のご協力をお願

い致します。
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１．はじめに

　2012 年、国土交通省が「情報化施工推進会議」

の中で BIMを参考としながら土木分野への活用

をめざして CIMを提唱した。更に、2016 年には

「i-Construction 委員会」により i‒Construction

の推進が提言され、2018 年には具体的なロード

マップが発表された。i‒Construction の目標は、

すべての建設生産プロセスで ICT を活用するこ

とにより生産性の向上をめざすものである。その

中核をなすのは、「調査・測量から設計、施工、

検査、維持管理・更新までのあらゆる建設生産プ

ロセスにおいて、３次元データ等を導入すること

で、ICT 建機など新技術の活用を実現するとと

もに、コンカレントエンジニアリング、フロント

ローディングの考え方を導入する」ことにあった。 

　３次元データの計測では、地上型レーザース

キャナー（TLS）、航空機搭載型レーザープロ

ファイラーなどの製品は既に 2000 年代には出

回っていた。その作業効率は、それまでの測量

手法と比較して格段に優れていた。しかし、計

測機器やデータ処理に要する費用に対して３次

元データが求められる業務は限定的で、費用対

効果が見込めない状況にあった。BIM/CIM や

i‒Construction の推進は、この状況を一変させ、

同じ時期に登場した安価なUAV（無人航空機）の

普及と相まって、これ以降、公共事業において３

次元データの活用が大きなテーマとなっている。

　農林水産省における３次元データの活用につい

ては、2020 年から ICT 建機を用いた情報化施工

技術への取り組みが始められ、情報化施工技術の

活用ガイドライン、国営土地改良事業等における

BIM/CIM活用ガイドラインが、順次、策定・公

表されている。その目標は、i‒Construction に準

じているが、「農業農村整備プロセス全体（調査

設計、施工、維持管理、営農等）を通じた３次元

データの活用を推進することにより、プロセス全

体の生産性向上やスマート農業の導入促進にも寄

与する」とされており、営農面での活用を視野に

入れていることが特徴である。

　以上を踏まえ、本報では、当社の近年における

３次元データへの取組み経緯を紹介するととも

に、この中で明らかになってきた農業農村整備事

業において３次元データを活用する上で課題と考

えていることを述べてみたい。

２.  ３次元データへの取組み経緯

２．１　2014 年～：測量・設計を結ぶ活用

　国土交通省の CIMの提唱を受けて、社内では

測量や設計における３次元データ活用への対応を

検討する中で、上流側となる３次元測量に取り組

むことから始めた。

　手始めに2013年～2014年に、高機能なUAV（導

入費用 1,000 万円程度）の導入検討を行った。こ

の際には、メーカーや代理店と連携して業務での

活用を提案し、京都市蹴上浄水場における３次元

３次元データの農業農村整備への活用における
留意点について

内外エンジニアリング株式会社　上　野　裕　士

技術研究
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点群データ作成注１） 等の実践を通じて導入可否を

検討した。しかし、①発注される業務量が不透明、

②精度検証が不十分、③発注者側の実施要領等が

未整備という理由から費用対効果が見込めないと

判断し、導入は見送りとなった。

　ついで 2014 年 10 月頃からは汎用 UAV （導

入費用 100 万円程度）の活用に着手した。まず

UAVで撮影した写真と sfm ソフトを用いた３次

元モデル生成について社内で実用化へ向けた作

業検証を行った。この時点で、sfm ソフトとし

ては精度の観点から Pix4D を採用することを決

定した。この結果を踏まえ、2015 年４月からは

本格的に業務で UAVの活用を開始した。しか

しUAV写真測量の精度に確証が持てない状況で

あったため、八郎潟で受注した幹線用水路路線測

量業務注２） において、点群測量による精度検証を

独自に実施した。（図－１）具体的には、幹線用

水路の側壁天端に標定点と検証点を設置し、①

標定点を RTK-GNSS で観測、②検証点を UAV

により高度 60m、地上解像度１cm/pixel で撮影、

③ sfm ソフトで解析、④標定点と検証点の座標

値を比較するといった手法で精度検証を行った。

その結果は、水平で約８mm、垂直で約 14mm程

度の座標差に収まっていたことから、UAV写真

測量の精度に確証を得ることができた。

　2016 年、「UAV を用いた公共測量マニュア

ル（案）」が国土地理院から公表された。これに

より公共事業への本格的な３次元データの活用

が始まると判断し、新たに３次元 CAD の全社

導入へ向けた検討・検証を開始した。この中で、

2017 年には先行事例として国土交通省の発注業

務注３） において CIMに取り組んだ。この際には

AutoCAD（Civil3D）を用いたが、現時点では

AutoCADのAECコレクション、V‒nas Clair（川

田テクノ社）、Blue Trend（福井コンピュータ社）

を社内の３次元CADとして用いている。

２．２　2022 年～：ガイドラインへの取組み

　国土交通省は 2013 年から情報化施工技術の一

般化・実用化を推進し、ICT を活用した施工管

理へ向けて「空中写真測量（無人航空機）を用い

た出来形管理要領」や「レーザースキャナーを用

いた出来形管理要領」などを制定してきた。また

BIM/CIMの導入を促進するため、2017 年以降に

「CIM導入ガイドライン」「BIM/CIM活用ガイド

ライン」を制定・改定を行い、2023 年からは直轄

業務ではBIM/CIMを原則として適用している。

　国土交通省の動きを追うように、農林水産省

では 2021 年から情報化施工活用ガイドラインと

BIM/CIMガイドラインの策定に着手し、当社も

両ガイドラインに関連する業務を受注して作業を

行っている。前者のガイドライン注４～７） では、起

工測量と出来形管理における３次元測量の適用に

ついて、①UAVによる空中写真測量、②地上型

レーザースキャナー、③TS 等光波方式、④TS

ノンプリズム方式、⑤ RTK-GNSS、⑥ UAV搭

載型 LS、⑦地上移動体搭載型 LS といった各技

術の機器・ソフトウェアの導入コストや普及状況

の調査とともに技術的な可能性を把握し、ガイド

ライン案に反映させている。

　また後者のガイドライン注８～９） では、国土交通

省の「BIM/CIM活用ガイドライン」を参考にし

つつ、農業農村整備事業の独自工種について、設

計・施工事例等を踏まえBIM/CIM活用上で追記

が必要な箇所について整理した。その結果を、各

工種のガイドライン素案に反映させている。これ

図－１　幹線用水路（左）・使用したUAV（右）
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らの業務では、ほ場整備やため池など、農業農村

整備特有の工種については、具体的な設計作業に

おける問題点等を踏まえた記述とするために、部

分的にBIM/CIMの試行を行っている。（図－２、

３）

図－２　九州農政局 土地改良技術事務所
　「BIM/CIM活用ガイドライン（土工編）素案検討」
　成果より

図－３　近畿農政局 土地改良技術事務所
　「BIM/CIM活用ガイドライン（ため池編）素案検討」
　成果より
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２．３　2023 年～：先端技術導入への取組み

　農林水産省は 2023 年度（令和５年度）の新規

事業として、国営事業の実施地区を対象に、ICT 

等を活用した先端技術を適用し、設計・施工方法

の有効性や維持管理手法等について評価を行い、

整備手法の確立・体系化により、先端技術を活用

した基盤整備の推進に資することを目的に、先端

技術導入実証事業を立ち上げた。その中の ICT 

導入実証事業では、「３次元データや情報化施工

技術等を活用し、設計から施工に係るまでの生産

性向上を図るとともに、スマート農業や営農に係

る維持管理の省力化・高度化を見据えた基盤整備

を推進する」ことをめざし、2027 年度（令和９

年度）までの５年間で営農におけるモニタリング

を含む実証を行うことになっている。

　当社が担当した水橋地区における本事業の全体

構想注10）では、 ３次元データの活用に関する実証

として「３次元データ受け渡しにおける課題の検

証」をテーマに、測量～設計～施工一連の３次元

データ受け渡し上の課題把握と３次元データ活用

による効果の把握を行うことを計画している。（図

－４）

３．農業農村整備において３次元データを活用

　する上での留意点

　これまでに述べたように、農業農村整備事業に

おける３次元データの利活用は、調査・測量から、

設計、施工、維持管理及び営農に至る建設生産・

管理・営農システム全体の生産性の向上や高度化

をめざしたものである。その実現へ向けて、各種

業務での検討経緯を踏まえると、各段階における

３次元データの利活用を進める上で、以下のよう

な点に留意する必要があると考えている。

３．１　点群データの特性に対する理解が重要

　UAVによる空中写真測量や TLS、UAV搭載

型レーザースキャナー、TS（トータルステーショ

ン）のノンプリズム方式など、３次元の点群デー

タを得られる測定手法は、短時間の作業で広い範

囲の３次元測量が可能という点に特徴がある。一

方で、特定の箇所（点）を狙って測量することは

できない。このため、特定の端点（例えば、既

設構造物の角の座標等）の測定が必要な場合は、

TS等光波方式などを併用するなどの工夫が必要

である。

３．２　３次元データの精度への理解が重要

　当たり前のことではあるが、既に実施された

３次元測量データを基に３次元設計を行う際に

は、その測量データを作成した手法と適用した基

準を確認することが重要である。同時に、適用し

た基準が許容している誤差を確認しておくことも

忘れてはならない。これは、設計では段階や目的

に応じた詳細度の設定が重要であり、３次元設計

CAD上では細かな詳細度での検討が可能である

ものの、地形モデルとの整合が求められる設計で

は、測量データの有する誤差を考慮して必要以上

の詳細度を設定することは無意味と考えられるた

めである。

　なお、UAVによる空中写真測量などでは、標

定点を設置して撮影や測定を行い、計算結果を

補正している。標定点の座標は一般的には GNSS

測量により計測している。このため、標定点の座

図－４　北陸農政局 水橋農地整備事業所
「先端技術導入実証事業 整備構想検討」成果より
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標には GNSS 測量で許容されている誤差が含ま

れている。点群データの有する誤差は、この誤差

の上にUAV等による測量の誤差が上乗せになっ

ていることを理解しておくことも重要である。 

　地質・地盤については、３次元設計CADのツー

ルなどを用いて３次元モデルの作成が可能であ

る。しかし、その精度は当然のことながらボーリ

ング調査の箇所数などの密度に依存しており、こ

れまでの２次元設計の際と同様に、施工時の現場

での確認が必要である。

３．３　３次元設計の手法が確立されていない

　これまでの２次元設計は、各種の断面計算や構

造計算に基づき、縦横断図、平面図、断面図など

の図面を作成するという手法が長い間に確立され

てきた。３次元設計でも各種の断面計算や構造計

算に基づき図面を作成することは変わらないもの

の、図面作成作業は３次元 CAD が前提であり、

更に作業を円滑に進める上では、対象となる施設

に応じた設計ツール（オプション）が必要である。

　現状では、地形モデルとの整合が必要な工種の

うち、敷地造成や河川、道路などの設計ツールは

販売されているが、ため池やほ場整備など農業農

村整備の独自工種に係る３次元設計用のツールは

整っていない。このため、既存のツールを組み合

わせて作業を行わざるを得ない状況である。

　また、３次元データは、関係者への事業説明や

複雑な設計における構造物同士の取り合いの確認

など、基本設計レベルでは効果が高いが、実施設

計レベルでは作業効率を考慮した詳細度の設定が

重要となる。この点については、今後、事例の収

集・蓄積により詳細度の具体的な設定方針が提示

されることが期待される。

３．４　各段階の受渡しデータ定義に課題がある

　調査・測量から、設計、施工、維持管理及び営

農の各段階で３次元データを活用するためには、

各段階でのデータ受け渡しを円滑に行うことが重

要である。現時点で、測量から設計に渡すデータ

は Land XMLや LASなどの形式で行うことが一

般化されているが、設計から施工、施工から維持

管理や営農に渡すデータ形式・データ定義につい

ては未だ確立されていると言えない状況にある。

　設計から施工への受け渡しは、国土交通省の

BIM/CIM業務では、サーフェスモデルは J‒Land 

XML、ソリッドモデルは IFC が標準となってい

る。

　このうち J-Land XML のデータ定義は、道路

と河川を対象としており、ため池やほ場整備など

農業農村整備の独自工種には対応していない。こ

のため、道路や河川に対応した定義内容を読みか

えて利用するしかない状況にある。これへの対

処としては、農林水産省版の J-Land XML を定

義する方法が考えられる。しかし、３次元設計

CADや施工管理関連のソフトウェアベンダーに

新たな J-Land XML に対応してもらう必要があ

り、農林水産省におけるBIM/CIM業務が殆ど動

いていない現状では、まだ実現する可能性は低い

と思われる。

　また、ため池やほ場整備で情報化施工に取り組

んでいる施工業者へのヒアリングによると、施工

用の３次元データは、水平面や法面などパーツ毎

に分けて施工業者が作成したデータをMG（マシ

ンガイダンス）やMC（マシンコントロール）に

読み込んで用いている。その３次元データは、設

計成果と少し異なり、３次元を構成する各面が

オーバーラップするように作られており、面の端

のデータが欠損しないように工夫されている。つ

まり、設計成果として受け渡したデータのままで

は、施工段階で使えないことを示している。この
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点については、工種毎の施工用データの加工状況

に関する事例の収集・蓄積がここでも期待される

ところである。

　更に、施工から維持管理や営農での活用のため

に受け渡すデータについては、維持管理や営農で

の活用内容が定まっていないことから、そのデー

タ形式が定まっていない。また、受け渡すデータ

内容についても、情報化施工の出来形管理で作成

される３次元データは、あくまでも「出来形」で

あることから、維持管理や営農で必要な内容に対

してデータ内容が不足していることも考えられ

る。

　これらの解決に向けては、各段階における関係

者の一層の理解の醸成と、それに基づく試行的な

実証による実績の積み上げが急務である。

４．おわりに

　農業農村整備における本格的な３次元データの

活用は、まだ始まったばかりであり、３．で述べ

た以外にも、まだ多くの問題点や課題があると考

えている。

　少なくとも、設計段階では、当面の間、従来の

２次元設計と３次元設計の併用や混在が続くと思

われる。その間に、３次元設計の優位性を十分に

見極めるとともに、BIM/CIMを効率よく進める

ための属性データのありかたを含め、設計技法な

ど各種の技術体系を確立していくことが求められ

る。そのためには、実績に基づいた関連規定等の

改訂や、ソフトウェアメーカー等との連携が必須

であろう。

　当社も、各種業務を通じて、これらに少しでも

寄与できるように、会社として取り組んでいきた

いと考えている。

　

　注（関連業務）

１）京都市上下水道局「蹴上浄水場つつじ植樹育成事業

に伴う測量及び設計委託」（2014）

２）東北農政局西奥羽土地改良調査管理事務所 「国営土

地改良事業地区調査八郎潟地区幹線用水路路線測量

業務」（2015）

３）近畿地方整備局和歌山河川国道事務所「慈尊院地区

予備設計他業務」（2017）

４）近畿農政局土地改良技術事務所「情報化施工技術活

用推進資料作成業務」（2021）

５）九州農政局土地改良技術事務所「情報化施工技術活

用ガイドライン（土工）改善検討業務」（2021）

６）近畿農政局土地改良技術事務所「情報化施工技術活

用ガイドライン（ため池改修工）検討業務」（2022）

７）関東農政局土地改良技術事務所「情報化施工技術

（水路工）ガイドライン検討業務」（2022），ほか

８）九州農政局土地改良技術事務所「BIM/CIM活用ガ

イドライン（土工編）素案検討」（2022）

９）近畿農政局土地改良技術事務所「BIM/CIM活用ガ

イドライン（ため池編）素案検討」（2023）

10）北陸農政局水橋農地整備事業所「水橋農地整備事

業 先端技術導入実証計画検討業務」（2023）
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１．はじめに

　近年、全国で水害が頻発化・激甚化する中、集

水域から氾濫域までを一つの流域と捉え、流域全

体で水害対策を行う流域治水が進められており、

農業用ため池（以下、ため池という）は、流域治

水の一役を担うことが期待される。

既に、一部のため池では管理団体等による事前放

流等の取組みが実施されており、従来の農業用水

の供給源としての役割に加え、防災減災の役割を

担うなど、地域におけるため池の重要度は増して

いる。一方で、ため池のデータベースであるため

池台帳には土砂堆積量に関する情報がなく、台帳

に記載されている有効貯水量は実情と合わないケ

ースがあり、正確な貯水容量を知るうえでため池

内に堆積する土砂量の実態把握が重要である。

　これまで、ため池の土砂堆積量調査は、船上か

らの深浅測量により実施されてきたが、ため池へ

の船の搬入出や水上作業は危険を伴うことから、

近年は音響測深機を搭載した軽量で小型なリモコ

ンボートによる深浅測量が採用され始めた。

　深浅測量で使用する音響測深機には、シングル

ビーム測深機とマルチビーム測深機の２機種があ

る。　通常、マルチビームはシングルビームと比

べ、短時間に高精度な３次元データを面的に取得

できるメリットがある一方で、機器本体が高価な

ため、一般に３～４倍／日の調査コストを必要と

する。

　本稿では、調査コストが安価なシングルビーム

の活用に向けて、両機を用いてため池の深浅測量

をおこない、その結果から得られる土砂堆積量の

比較検討をおこなった。

　調査場所は、熊本県内にあるＳため池とした。

写真－１に示すように本ため池は皿池形式であ

り、ため池台帳に記載されている主な諸元は、堤

頂長：289.0 ｍ、堤高：6.0 ｍ、総貯水量：38 千

m3 である。

２．使用機器の特徴

以下に、使用した２種類の機器の特徴を述べる。

（１）シングルビームリモコンボート

（重量：約 13kg）

　図－１に示すように、船底から音波を発信し、

直下水底から反射した音波の往復する時間を計測

することで池底高を計測する。一体型であるため

機器の艤装作業がなく、陸地から無線で操船する

ため作業の安全性も高い。

異なる音響測深機による
農業用ため池の土砂堆積量の比較検討

アジアプランニング株式会社　情報システム部　江　原　実　里

写真－１　Ｓため池の状況
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（２）マルチビームリモコンボート

（重量：約 29kg）

　図－２に示すように、船底から横断方向に扇状

の音波を照射し、水底から反射した音波の往復す

る時間を面的に計測する。本機は扇状に最大 120

度の範囲で高精度な３次元データを取得できる特

徴を持つ。

３．ため池底高の計測

　シングルビーム及び、マルチビームリモコン

ボートを用いて、音響測深による深浅測量を

行った。

各機器の計測方法と計測結果を以下に示す。

　なお、両機器の位置計測にはGNSS 測位が使用

されるため、現地基準点と機器を整合させ精度確

認を行った。また、取得したデータは、水中音速

度計測機で計測した音速度により補正を行った。

（１）シングルビーム測深

　池敷内を南北方向に 2.5m 間隔で測線を設定し

たうえで、自動航行により測線上を速度 1m/s で

航行し、１ｍに１点の間隔で計測をおこなった。

なお、池敷の堤体に近い部分は藻が繁茂していた

ため、目視によるリモコン操作により航行可能な

範囲を計測した。

図－３に示すように、自動航行で計測した区域

は、概ね 2.5m 間隔で計測されているが、リモ

コン操作で計測した北側と南側の堤体に近接す

る区域は、藻が支障となりデータが取得できな

かった。

また、測線間隔設定の目安を確認するため、今

回の計測で設定した 2.5m間隔の他、5.0m、10m、

20m 間隔のデータを作成し、計４ケースで比較

することとした。

（２）マルチビーム測深

シングルビームと同様の範囲を、未計測箇所が

ないように目視によるリモコン操作で計測した。

照射する音波の数は、横断方向に 250 点で、最大

１秒間に 50 回照射しながら航行することで面的

に計測をおこなった。

図－４に示すとおり、面的な点群データが取

得できており、シングルビームでは取得出来な

かった北側の水際の区域も概ねデータを取得で

きている。しかしながら、南側の区域はシング

ルビームと同様、藻が支障となりデータが取得

図－１　シングルビームリモコンボート

図－２　マルチビームリモコンボート
図－３　シングルビーム　計測データ
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できなかった。

４．土砂堆積量の比較

（１）比較方法

土砂堆積量の比較は、マルチビームの計測結果

から算定した値を基本とし、シングルビームの計

測結果から算定した値との差により比較する。

図－５に示すとおり、池底高は、本ため池の堤

体改修設計に採用された池底高（EL=36.1m）と

今回取得した現況池底高との差により土砂堆積量

を算出した。

マルチビームの計測結果からの土砂堆積量算定

は、３次元計測を用いた出来形管理要領（案）1）

に基づき、１ｍ平面格子内の点群の中央値を採用

する平均法によりおこなった。また、シングルビ

ームは、各測線の断面図を作成し、平均断面法に

より土砂堆積量を算出した。

（２）土砂堆積量の比較

表－１に示すように、マルチビームの土砂堆積

量 10,698㎥に対し、シングルビームの測線間隔

2.5mでは+440㎥、５ｍで+441㎥、10mで+493㎥、

20mは +574㎥となった。また、差分割合は測線

間隔 2.5mから５ｍで＋ 4.1％、10mで＋ 4.6％増、

20mで＋ 5.4％の範囲にあった。

今回の比較では、マルチビームにより求めた土

砂堆積量に対する差が、測線間隔 2.5m から 10m

では５％内の範囲であった。

これは、ため池内は流入口近辺を除き、水の流

れが穏やかで池底が乱されておらず、大半が平坦

で起伏がないことが要因だと考える。

また、マルチビームで求まる値より、シングル

ビームで求まる値が、＋ 4.1 ～ 5.4% の範囲で土

砂堆積量が増加傾向を示している。これは、高精

度な点群を取得するマルチビームが、細かな池底

の凹凸を計測した結果だと考える。

５．池底高の比較

前述４（２）で算出した土砂堆積量の差が、ど

のような場所で顕著に表れるかを確認するため

に、両機で取得した底高差の度合いを示すヒート

マップの作成をおこなった。

（１）比較データの作成

　底高の差をヒートマップで確認するため、図－

６に示すように、両機器の調査結果に１ｍ四方の

グリッドデータをかさね、同じ形式のグリッドデ

ータを作成することとした。

　１ｍ四方のグリッドデータを作成するにあたっ

ては、シングルビームの測線間隔は 2.5 ｍ以上で

あり、池底高を補間する必要があった。そのため、

シングルビームの計測データから図－７に示す三

図－４　マルチビーム　計測データ

図－５　池底高の設定

表－１　土砂堆積量の比較表
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角網（TIN）データを作成し、面のデータとする

ことで池底高を設定した。

シングルビームの池底高は、図－８（ａ）に

示すとおり、作成した三角網（TIN）データに

１ｍ四方のグリッドデータを重ね合わせ、グリ

ッドの中心で交差する高さを各グリッドの池底

高とした。

マルチビームの池底高は、図－８（ｂ）に示す

とおり、１ｍ四方のグリッド内に含まれる点の数

が膨大であるため、１ｍ四方の中に含まれる点群

の平均高さをグリッドの池底高とした。

（２）ヒートマップの作成

図－９に示すように、ヒートマップは、計測範

囲を１ｍ四方のグリッドで分割し、両機におけ

る各グリッドの底高差を５㎝刻みで色分けし作

成した。

前述４（２）で述べたように池底は平坦である

ことから、図－９に示すとおり測線間隔が 2.5m

から 10.0m では大きな差は見られないが、20.0m

ではため池の堤体の法尻付近で底高差 20㎝以上

の濃色部が確認できる。 

（３）池底高の比較

表－２は、前項（２）で作成した底高差を示

したヒートマップから、５㎝刻みでグリッド数

を集計し、全体に対する割合を算出したもので

ある。赤枠内は底高差± 10cm 内の範囲にあり、

2.5m 間隔は全体の 90.5%、5.0m 間隔は 89.4%、

10.0m 間隔は 85.4%、20.0m 間隔は 76.0% であっ

た。現況の池底高については、測線間隔 2.5m か

ら 10m の 85％以上がマルチビームの± 10cm 内

図－６　グリッドデータの作成

図－７　不等三角網（TIN）データ作成

図－９　池底高の比較ヒートマップ

図－８　池底高の取得

（a）シングルビーム（TIN） （b）マルチビーム（点群）
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に収まっているが、20m 間隔では 80％を下回る

結果となった。

６．土砂堆積量と池底高の比較に関する考察

両機の池底高の差をヒートマップで示したこと

により、比較した土砂堆積量の差が堤体法尻付近

の底高が変化する部分で大きくなることが確認で

きた。また、測線間隔が広くなるにつれ、その差

は顕著に表れるが、これは、シングルビームの比

較データがマルチビームの点群データと比較し、

数少ない計測値を補間した三角網（TIN）データ

であることが要因であると考える。図－ 10 は、

任意の位置Ａ（①－②）のシングルビームとマル

チビームの断面図を重ねて比較した図である。こ

れを見ても、底高が変化する堤体法尻付近で差が

大きくなることが確認できる。

　今回計測したＳため池の池底は、全体的に平坦

な地形であったため、両機における土砂堆積量の

差はシングルビームの測線間隔 2.5 ｍ～ 20 ｍで

概ね５％程度に収まる結果となったが、地形が変

化したり池底に凹凸があるため池においては、そ

の差が大きくなる可能性が考えられる。そのため、

シングルビーム測深では、池底の状況を勘案した

うえで測線間隔を設定する必要があると考える。

７．計測時間に関する考察

今回の調査では、シングルビームの計測準備か

ら計測終了までの所要時間は約４時間で、その内

計測に要したのは約 70 分間であった。

一方、マルチビームの計測時間は、約 40 分間と

シングルビームに比べ 30 分程度短縮された。一

般にマルチビームは、水深が深いほど計測幅（ス

ワス幅）が広くなるため、測線間隔を広く設定す

ることが可能である。そのため、マルチビームは、

水深が深いほど、時間短縮が図れるが、図－ 11

に示すように本調査時の水深は平均1.7mと浅く、

最低でも 4.7m 程度の測線間隔を必要とする。本

ため池のように水深が浅い場合には測線間隔は狭

くなり、計測に要する時間を短縮するのは難しく

なる。

図－ 10　断面比較図 図－ 11　マルチビーム測線間隔

表－２　池底高の比較表
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８．おわりに

今回の調査では、シングルビームの測線間隔が

10m以内であればマルチビームと同程度の計測

結果が得られることを確認できた。また、水深が

浅いため池は全国に数多く存在することから、マ

ルチビームによる計測を実施する場合、事前に水

深を把握しマルチビームのメリットを生かせるか

検討しておく必要がある。

今回の土砂堆積量の比較は、シングルビームと

マルチビームの計測結果の差分により行ったが、

今後は、従来の手法で計測した真値と各音響測深

機で得られた計測値との差異や、周波数の違いに

よる計測値の差異を確認し機器の精度検証をした

うえで、比較していきたい。

現在、国内の防災重点農業用ため池の数は約

54,000 箇所といわれており、仮に有効貯水量や土

砂堆積量を把握するための調査を実施した場合、

その調査コストは膨大になると予想される。

そのため、ため池の土砂堆積量調査は、低コス

トで一定の計測精度が得られ、安全性の高い調査

手法が望ましいと考える。今後も継続的に調査を

行い、シングルビームの活用に向けて検討を進め

ていきたい。

最後に、本論文を遂行するにあたり、ご尽力頂

いた関係者各位に心より感謝を申し上げる。

参考文献

1）国土交通省：３次元計測技術を用いた出来形要領

（案）令和５年３月版 p.2－41



－技術研究－

─ 16 ─

Ⅰ．はじめに

　近年、流域治水の一環として水田の洪水貯留機

能を増進させる田んぼダムが注目されている。田

んぼダムには、治水計画上のピークカット量が設

定されているわけではないが、なるべく大きな効

果を発揮させるよう地域社会として取り組む必要

がある。そのためには、より多くの農家の参画が

必要であるが、農家は自身にメリットがないため

リスクがあれば、参画に否定的になる。水田で使

う排水筒と排水桝に装着する農家リスクの少ない

田んぼダム器を考案したので、その仕組みと試験

結果を紹介する。

Ⅱ．田んぼダムに伴う農家のリスク

①　ゴミ詰まり；コンバインで細断されて圃場

に撒かれた稲ワラやトラクターで掘り起こさ

れた稲株が浮遊ゴミとなって排水口に詰まる。

これにより、豪雨時には過剰湛水による畦畔

越流や洪水滞留が発生し、また常時には意図

しない水面上昇により営農管理水位の維持が

困難になる。

　農家が日常的に排水口清掃をしていても豪雨

時には稲ワラが詰まることはある。水深が深い

時に滞留水排除のために稲ワラだけを除去する

ことは困難であり、調整器ごと外せば大量の水

が流れて排水口周辺での苗の流亡や排水路の増

水が生じる。　

　　ゴミ詰まりについては、農家はそれを懸念す

るだけで田んぼダム参画に否定的になるので、

実際にゴミがあるかどうかという議論の以前

に、まずは懸念払拭のためにゴミ対策を講ず

る必要がある。

②　畦畔の損傷；田面水位が畦畔天端に近づいて

も排水口断面が同じで余水吐き機能がない場

合は、過剰湛水による越流で畦畔が損傷する。

③　営農水位変動；排水口断面を過度に縮小する

と、過剰取水等による僅かな流入増加でも水

位が上昇して営農管理水位が不安定化する。

④　費用負担；高価な機器は多面的機能交付金等

の公的補助があるとしても農家の経済的負担

になる。また、導入個数が限定されて十分な

効果がでない。

農家視点で開発した田んぼダム器「Ｔダム管、Ｔダム板」
Paddy Dam Device “Ｔ dam Pipe, Ｔ dam Board” developed on  Farmer's View

昭和コンクリート工業株式会社　小　澤　與　宏
〃　　　　　　　坂　井　　　悟

写真－１　Ｔダム管の形状と排水筒への装着状況
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Ⅲ．排水筒用の定量越流型排水管「Ｔダム管」

１．構造・機能

　排水筒は上下方向に動かせる越流排水管であ

り、生育ステージに応じた営農管理水位に合わせ

て越流敷高を自由に設定できる。また、低部には

表面排水溝に接続できる蓋つき排水口があって、

転作時にも十分な排水能力を発揮する。このよう

に水田排水器として優れた機能を有しており採用

が増えている。

　Ｔダム管は排水筒に内挿するフロート昇降式越

流管であり、薄肉で軽い LP125 規格の塩ビ管の

上部に紫外線に強い耐候性ポリエチレンのフロー

トを装着したものである。頂部には越流部とフ

ロートがある。越流部は、常時の営農管理水位の

維持と、豪雨時のフロート浮力発生のための水深

確保機能を持つ。フロートはＴダム管を上昇させ

る浮力を発生させるとともに、田面水位が畦畔高

さに近づいた場合には、その天端からも越流排水

して余水吐機能を果たす。Ｔダム管が機能する仕

組みを下記に示す。

①　常時；過剰取水等による流入増加があった時

には越流部から排水して営農管理水位を維持

する。

②　豪雨時；洪水流入により越流水深が増えて

一定以上になると浮力でＴダム管が上昇する。

この時、田面水位は上昇を続けるが越流敷高

も上昇するので越流水深は変化しない。よっ

て、排水量は一定で増加しないため効率よく

洪水貯留ができる。

　田面水位が畦畔高さに近づくと、ストッパー

によりＴダム管の上昇は止まる。その後も、水

面は上昇を続けて越流水深が大きくなり排水量

は増加する。さらに水面上昇するとフロート天

端からも越流する全周越流となって、排水量を

大きく増加させて畦畔越流を防止する。

　③　豪雨後；排水は継続する。Ｔダム管が下降

している間は定量排水で田面水位はゆっくり低下

する。

２．圃場試験　

　圃場の一部を仕切って用水路からの水を洪水流

入に見立てて実施した圃場試験の結果を下記に示

す。

①　泥水と浮遊ゴミという条件下でも、Ｔダム管

は摺動部が目詰まりすることなく昇降した。

②　稲刈り後の水田で大量のワラ屑があり浮遊ゴ

ミとなったが越流部から順次排出された。全

周越流時の呑口直径は 125㎜であるため、ワラ

屑を固めて作った大きなゴミの塊を流しても

排出された。

３．水理試験

　工場内の水槽実験で計測したＴダム管の昇降時

の越流排水量と 30a 当たりの水深換算値を表 1に

示す。この表から水理性能は下記のように評価で

図－１　Ｔダム管の洪水貯留機能のしくみ

写真－２　浮遊ゴミ排出状況、全周越流時の余水吐機能



－技術研究－

─ 18 ─

きる。

①　一般的取水量 (1mm/hr の減水深相当 ) の 3

倍以上の過剰取水をしても水位変動は 4㎝以下

である。　

②　豪雨ピーク前に日雨量 75㎜程度の降雨が継

続しても田面水位の上昇は 4㎝以下で、初期湛

水によるピーク時用貯留水深の減少を抑制で

きる。

③　Ｔダム管下降時は、時間雨量 3mm相当の排

水が長時間継続することになり、ピークカッ

ト機能を確実に発揮できる。

　なお、金属のおもりや発泡スチロールを張り付

けて重量や浮力を調整して、越流水深と排水量を

変更することも可能である。

Ⅳ．排水桝用の下方開放式調整板「Ｔダム板」

　排水桝に設置する機能分離型田んぼダム調整板

であり、下方に開放した半円形の流出口がある。

以下の特長を有する。

①　ゴミ除去作業；湛水時のゴミ詰まりは、僅か

に上に引き上げるだけで、下向きの水流が発

生して一瞬でゴミが外れて解消する。

②　泥堆積防止；流出口が排水桝の底部にあるの

で調整板の上流側に泥が溜まらない。

Ⅴ．おわりに

　本稿で紹介した製品は、簡単でコスト的にも農

家の負担は小さい。これらの製品の活用で、より

多くの農家が田んぼダムに参画するようになり、

地域の防災安全度が向上すれば幸いである。

　

謝辞　製品開発に際して支援を頂いたフルヤモール

ド株式会社、株式会社ホーネン及び仙北平野土地

改良区の皆様に心からの謝意を示したい。

表－１　Ｔダム管の浮上降下時の越流排水量

図－２　下方開放式調整板のゴミ除去作業
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１．権利保全対策とは

　令和２年３月に閣議決定された新しい「食料・

農業・農村基本計画」においては、「農業の成長

産業化」の観点から我が国の様々な気候風土に適

した農業の多様性を活かした農業生産基盤の整

備、「国土強靱化」の観点から農業水利施設の長

寿命化とため池の適正な管理・保全・改廃を含む

農村地域の防災・減災対策を効果的に推進するこ

ととしています。そのためには、施設の老朽化に

伴う更新事業等を着実に推進していく必要があ

り、この工事を行う前提として、用地の確保が必

要となります。 

　農業水利施設の施設用地は、必要とする土地が

民地である場合は用地を取得するか、又はパイプ

ライン等の地下埋設管（以下「パイプライン等」

という。）の場合は区分地上権等の設定といった

権原の取得を行います。その他、道路や河川等の

公的機関が管理保有する土地である場合は、占用

等協議を行い、許可を得て施設を保全していま

す。 

　ここでは、課題となっているパイプライン等に

おける区分地上権の設定による権利保全対策の東

海農政局の取組みについて紹介します。

２．東海地方における農業の概要

　東海地方は、国土面積の 5.5％、総人口の 8.8％

を占め、海抜０m地帯の濃尾平野南西部から

3,000m を超す飛騨山間部まで、温暖地域から豪

雪地域までを有する多様な自然環境条件が存在し

ています。梅雨や南東季節風の影響で夏を中心に

降水量が多く、また、南部地域では、沖合を黒

潮（日本海流）が流れるため、冬でも温暖な地域

となっています。それぞれの地域の気候を活か

し、大消費地の名古屋圏を抱え、首都圏や近畿圏

へもアクセスが容易という利点から、水稲のみな

らず、野菜、花きなどを中心に幅広い種類の農作

物を生産しています。また、木曽三川（木曽川・

長良川・揖斐川）をはじめ、矢作川や豊川及び宮

川などの多くの河川があり、その河川を利用した

愛知用水や豊川用水などの整備により、豊富な水

を活用した多様な農業が営まれています。畑地か

んがい施設の整備では、愛知用水や豊川用水等を

有する愛知県の整備率が 60％となっており、全

国平均の 24％を大きく上回っています。

３．東海管内の事業実施状況について

　管内では、国営施設機能保全事業（尾張西部地

区）を実施している木曽川水系土地改良調査管理

事務所のほか、現在は３事業所において事業を実

施しています。

・西濃用水第三期農業水利事業所（西濃用水第三

期地区）

　本地域は、岐阜県の南西部に位置し、揖斐川

沿いの大垣市をはじめとした１市６町にまたが

東海農政局における権利保全対策の取組状況

東海農政局農村振興部用地課

行 政 情 報
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る県内有数の農業地帯で、水稲を中心に水田の

畑利用による小麦、大豆等を栽培する土地利用

型農業とブロッコリー、柿等の高収益作物を組

み合わせた農業が展開されています。

　本地区の基幹的な農業水利施設は、国営西濃

用水土地改良事業により造成され、二期事業に

より一部施設の改修は行ったものの、未改修部

分の用水路の目地からは漏水が生じ、頭首工等

の一部施設は必要な耐震性を有していないた

め、大規模地震が発生した場合には、地域に甚

大な被害を及ぼす恐れがあります。

　このため、老朽化した農業水利施設の改修と

併せて、大規模地震を考慮した耐震化対策を行

い、農業用水の安定供給と農業水利施設の維持

管理の軽減を図り、農業生産性の向上及び農業

経営の安定に資することを目的としています。

　

・新濃尾農地防災事業所（新濃尾二期地区）

　本地域は、木曽川両岸に広がる濃尾平野の中

央に位置し、木曽川を水源とする岐阜県岐阜市

ほか２市２町及び愛知県名古屋市ほか 12 市５

町におよぶ地域で、国営濃尾用水事業によって

犬山頭首工及び宮田導水路等の幹線用水施設の

整備がなされ、地域農業の発展はもとより、地

域の環境保全、国土保全など多面的機能を発揮

してきました。

　しかし、犬山頭首工においては、木曽川の河

床低下、洪水等自然条件の影響を受けて施設の

機能が低下し、補修が必要となりました。また、

各幹線用水路では、水路周辺の都市化・混住化

に伴い家庭雑排水等の流入による水質汚濁及び

ゴミ投棄による安全・安定通水の障害等が発生

し、大江排水路及び新木津用水路では、流域の

都市化の進行等による降雨時の流出形態の変化

により排水機能が低下しています。

　このため、本事業により犬山頭首工の補修、

各幹線用水路及び大江排水路の改修を行い、農

業水利施設の機能を回復し災害を防止すること

により、農業生産の維持及び農業経営の安定化

を図り、併せて国土の保全に資することを目的

としています。

・矢作川総合第二期農地防災事業所（矢作川総合

第二期地区）

　本地域は、愛知県の中央部を貫流する矢作川

の中下流域を中心とした安城市ほか７市にまた

がる水田農業地帯で、「日本デンマーク」と称

された先進的な農業地域です。

　営農は、水稲を中心に水田の畑利用による小

麦、大豆等の土地利用型作物のほか、畑での野

菜や果樹など多様な農業経営が展開されていま

す。また、自動車産業など商工業が盛んな地域

でもあり、本地区の基幹的な農業水利施設（共

同施設）によって、農業用水はもとより、工業

用水や水道用水も安定的な供給が図られてきま

した。

　しかし、本地区は東海地震や東南海・南海地

震といった大規模地震の発生する確率が極めて

高い地域に指定されるなど、大規模地震の発生

する確率が極めて高い地域であり、大規模地震

の発生により基幹的な農業水利施設が損壊した

場合、農業生産、家屋や重要公共施設等への二

次災害が想定され、地域に甚大な被害を及ぼす

恐れがあります。

　このため、本事業により明治用水頭首工や幹

線用水路等、大規模地震に対して耐震性を有し

ていない施設の耐震化対策を行い、大規模地震

の発生による災害を未然に防止するとともに、

農業用水の安定供給と農業生産の維持及び農業

経営の安定を図ることを目的としています。
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４．東海農政局管内における権利保全対策

　管内の権利保全対策が必要な地区は、令和６年

３月末時点で９地区となっており、区分地上権の

新規設定及び期間更新等が必要な 3,892 筆が対象

となります。このうち区分地上権の新規設定が必

要となる地区と筆数は、８地区で 2,694 筆となっ

ており、区分地上権の期間更新等（占用等への

切り替え含む。）が必要な地区と筆数は８地区で

1,198 筆となっています。（表１）

　管内全体で区分地上権の期間更新等の対象と

なる 1,198 筆のうち、期間満了を迎える筆数が 50

筆を超える年度が、令和６年度以降に集中してい

ることから、管内で権利保全対策を進めていくう

えでの課題となっています。（表３）

　そこで管内の権利保全対策の取組みについて再

確認及び見直しを行いました。

①　権利保全対策の処理方針の見直し

　当局では、既地上権の期間満了による無権原化

のトラブルを未然に防ぐことを目的に、地上権の

期間満了時期が近くなり、期間更新等が必要な筆

を最優先に処理していく方針に見直しました。

　これまでは、区分地上権の新規設定と期間更新

等が必要な筆の処理を業務量・業務内容等のバラ

ンスを図りながら平行して処理を進めておりまし

た。

　しかし、区分地上権を新規設定する場合の地下

工作物位置の特定や、用地境界確定に必要な測量

等業務に多大な労力と予算を要し、予算執行額の

割に処理が進まないといったことと、新規設定に

係る業務量が、期間更新等が必要な筆の処理に費

やせる労力等にも影響し、同時処理することで、

想定していた処理数が進まないなどの影響が出て

いました。

　このことから、事業完了地区で行う区分地上権

の新規設定については、交渉等継続中の場合を除

き、期間更新等の処理に重点をおくこととし、期

間更新等の完了に目処が立った時点で、区分地上

権の新規設定の処理計画を立て直すことに方針転

換しました。

　上記方針を踏まえ、令和４年度より表にあるＣ

地区の期間更新の処理を優先的に進めた結果、令

和３年度は１筆だったところ、令和４年度は 23

筆、令和５年度は 41 筆と期間更新筆数が増加し

ました。（表２）

土地改良施設用地権利保全対策：無権原及び地上権等更新対象筆数等整理表
（表１）
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　これらのことから、期間更新等に特化して処理

する方が効率的という結果もあらわれました。

②　データの再整理・数量把握

　権利保全対策の処理方針の見直しに伴い、権利

保全調書を活用し局独自で下記のデータの再整

理・数量把握を行いました。

・地区毎、期間満了年度毎の筆数及び権利者数の

再整理（データを詳細に分類）

・公共機関関係の対象筆数及び公共機関数（占用

等権利者毎）の把握

・個人の筆数及び権利者数の把握（共有地は持分

全員を１名としてカウント）

　今までの権利保全対策の数量管理は、期間満了

年度毎で期間更新等が必要な筆数で管理していま

したが、今回のデータの再整理で、権利者数も併

記することとしました。

　また、公共機関関係の占用等切り替え予定数（公

共機関数）と、用地交渉等が必要と想定される個

人権利者数毎で分類して管理することにしまし

た。説明・交渉等に多大な労力を要することが想

定される個人の権利者数を把握することは、権利

保全の業務量を把握・管理するうえで、重要なこ

とであると考えています。

　今までの筆数管理では 1,198 筆が処理の必要な

数量となっており、処理数的にも用地担当者に

とって大きな負担となっていましたが、権利者数

の表示も併記することに変更したところ、全地区

実績表（地区別・年度別）
（表２）
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で 406 名の権利者数となりました。（表３）

　土地単位から権利者単位に視点を変えることに

よって、交渉が必要な件数がのべ件数から実件数

へと減少し、処理可能な数量と感じられ、負担感

が減る効果もありました。

　名寄せ作業によって、同一権利者で複数筆を所

有している状況も把握し、説明・交渉１回で承諾

を得られた場合、複数筆の承諾を得られる可能性

もあり、より実態に合った処理計画作成が可能に

なります。

　基本的には、筆単位で期間満了時期も違ってき

ますので、筆毎の期間満了期限順の把握と、権利

者単位の期間満了期限順の把握も必要であると考

えています。

　データを再整理した結果、見方・考え方を変え

ただけで、現実的に処理が可能と思われる数量に

なったため、権利保全担当者からも好評であり、

前向きに取組む姿勢につながる要因にもなったと

思われます。

　また、区分地上権満了年度整理表に個人権利者

数を併記したことにより、先に記載した期間満了

を迎える筆数が 50 筆を超える年度のうち権利者

が 30 名以上の年度は、令和 17 年度 50 名から令

和 21 年度 75 名となっており、ピークとなること

がわかりました。（表３）

　また、令和６年度及び令和７年度については、

期間満了を迎える筆数がそれぞれ 50 筆、59 筆と

なっており、厳しい業務運営を予想しておりまし

たが、実際には権利者数（個人）がそれぞれ４名、

３名となっており、ほとんどの筆は公共機関へ占

用等切り替えを行う筆であることが明確になりま

した。

③　権利更新等計画の見直し

　権利者ベースで整理したデータをもとに、期間

更新等の処理計画の見直しを行いました。（表３）

　現在までの処理計画では、各地区の業務バラン

スを重視し権利保全対策を進める計画でしたが、

権利者毎で個人と公共を区別して整理した状況か

ら計画を見直しました。

　完了地区の期間更新は、当面Ｃ地区に集中し、

令和６年度及び令和７年度の２か年で概ね完了さ

せる計画としました。その後、令和８年度及び令

和９年度において、更新事業実施予定地区ではあ

りますが、事業実施後の業務量の平準化を図るた

め、Ｅ地区の期間更新を重点的に行い、同時に、

管内の区分地上権の新規設定に向けた検討を進め

ていく計画としています。

　区分地上権の新規設定に向けた本格的な交渉業

務の再開は、令和 10 年度からを計画しています。

　また、令和９年度からＨ地区、令和 11 年度か

らＥ地区で国営更新事業が実施される計画がある

ことから、この２地区については事業発足以降に

事業所が対応することとし、現在事業を実施して

いる２地区を差し引いた、残りの５地区を権利保

全対策官が中心となり集中して処理することとし

ました。
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④　まとめ

　権利保全対策に対する取組みは、作業量も膨大

であり期間満了時期も決まっています。早期完了

を目指して確実な権利保全対策の実施を目指すに

は、権利保全対策が必要な用地を確実に把握し

て、計画的に処理を進めていくことや、状況に合

わせて、臨機応変に対応可能な筆から優先的に処

理し、処理計画の前倒しや処理数の平準化を常に

意識して取組むことが重要です。

　農政局用地課は、無権原用地の早期権利設定及

び期間満了期限切れを発生させない更新等処理計

画を検討・提案し、実現に向けて指導・支援を行

うこととし、実務を担当する現場の各用地担当職

員は、その計画を確実に実行することが重要であ

り、このための計画の作成にあたっては、現場の

声を聴きながら、十分に協議・相談のうえ、処理

計画を決定することが大切だと考えます。

　農政局用地課担当者と現場である調査管理事務

所や事業所用地担当者が、必ず解決しなければな

らないという気持ちで取組んで、職員数も時間

も限られた中で実施していく必要があることか

ら、どれだけ効率よく事業を進めることができ

るか、農政局と現場の担当者で意思疎通を図りな

がら柔軟に進めていくことが重要であると考えて

います。
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令和 6年度　土地改良補償業務管理者・同補
資格試験問題と解答

公益社団法人 土地改良測量設計技術協会　用 地 部

問題１　土地改良事業の基本的事項に関する以下の問に対して、正しい答えの番号を答案用紙に記入

してください。

（問１）農業農村整備事業に関する記述のうち、適当なものはどれか。

１　農業農村整備事業は、食育や地産地消、国産農作物の消費拡大、和食文化の保護・継承を推進

する事業の総称である

　【不適当】　標準テキスト　1.1 農業農村整備の位置付け

「食育や地産地消、国産農産物の消費拡大、和食文化の保護・継承」は農業農村整

備事業が目的とするところではなく不適当。

②　農業農村整備事業は、農業を支援するため、農業用水の確保、営農条件の改善、農村の環境整

備などを行っている事業の総称である。

【適当】　標準テキスト　1.1 農業農村整備事業の位置付け

３　農業農村整備事業は、大規模自然災害に備えた国土の全域にわたる国づくりを推進し、我が国

の健全な発展に資するために行っている事業の総称である。

【不適当】　標準テキスト　1.1 農業農村整備の位置付け

「大規模自然災害に備えた国土の全域にわたる国づくりを推進し、我が国の健全な

発展」は農業農村整備事業が目的とするところではなく不適当。

４　農業農村整備事業は、現在及び将来の国民の健康で文化的な生活の確保に寄与するとともに人

類の福祉に貢献するために行っている事業の総称である。

　　【不適当】　標準テキスト　1.1 農業農村整備の位置付け

「現在及び将来の国民の健康で文化的な生活の確保に寄与するとともに人類の福祉」

は農業農村整備事業が目的とするところではなく不適当。

（問２）土地改良長期計画に関する記述のうち、（Ａ）～（Ｄ）に当てはまる組合せとして、適当な

ものはどれか。

政策課題である「生産基盤の強化による農業の成長産業化」のため、政策目標として（Ａ）へ

の農地の（Ｂ）、（Ｃ）の推進による（Ｄ）を通じた農業競争力の強化を挙げている。

技術講座
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　　　　（Ａ）　　　　　　   （Ｂ）　　  　　　（Ｃ）　   　　　　（Ｄ）

１　 激甚化する災害　  　集積・集約化　  　産地形成　  　生産コスト削減

【不適当】　標準テキスト　1.2.2 土地改良長期計画

政策課題１：生産基盤の強化による農業の成長産業化

２　　  担い手　　　　　 強靱化　　　　　スマート農業　　　 産地収益力の向上

【不適当】　標準テキスト　1.2.2 土地改良長期計画

　政策課題１：生産基盤の強化による農業の成長産業化

３　 激甚化する災害　　  強靱化　　　　　 産地形成          産地収益力の向上

【不適当】　標準テキスト　1.2.2 土地改良長期計画

　政策課題１：生産基盤の強化による農業の成長産業化

④　　  担い手　　　　 集積・集約化　　　スマート農業　      生産コスト削減

【適当】　標準テキスト　1.2.2 土地改良長期計画

　政策課題１：生産基盤の強化による農業の成長産業化

　           【政策目標１】担い手への農地の集積・集約化、スマート農業の推進による生産コスト削

減を通じた農業競争力の強化

（問３）農業農村整備事業の実施の仕組みに関する記述のうち、不適当なものはどれか。

①　事業の実施は農家の申請と同意を基本としているが、全ての事業において農家が費用を負担す

ることはない。

【不適当】　標準テキスト　1.3.2 農業農村整備事業の実施の仕組み

「農家の費用負担が基本」であり不適当。

２　事業の採択前から完了後に至るまで、事業評価を体系的に実施し、必要に応じて事業の見直し

を行っている。

【適当】　標準テキスト　1.3.2 農業農村整備事業の実施の仕組み

３　実施手続きにおいて、地域住民、市町村、都道府県、更には学識経験者など幅広い関係者の意

向を反映する仕組みとなっている。

【適当】　標準テキスト　1.3.2 農業農村整備事業の実施の仕組み

４　事業の規模や性格に応じて、国、都道府県、市町村、土地改良区等が適切に役割分担し、事業

を実施している。

【適当】　標準テキスト　1.3.2 農業農村整備事業の実施の仕組み

（問４）農業用水路のパイプライン化に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

１　パイプライン化とほ場の水管理の自動化は、自動的に所要水位が確保されるため、必要水量だ

けを供給する節水型の水利用管理が実現する。

【適当】　標準テキスト 1.4.1 農業水利施設
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用水路のパイプライン化による水管理労力の軽減

２　パイプライン化は農家による需要主導型の水利用システムが構築されるため、水利用の自由度

が高まり水管理労力の抜本的な改善等が図られる。

【適当】　標準テキスト 1.4.1 農業水利施設

用水路のパイプライン化による水管理労力の軽減

③　水稲栽培における経営規模拡大を妨げる要因として、小区画で分散された水田と、パイプライ

ン化に伴う自動給水装置の設置が挙げられる。

【不適当】　標準テキスト 1.4.1 農業水利施設

「パイプライン化に伴う自動給水装置の設置は経営規模の拡大を促進する」であり

不適当。

４　パイプラインによる農業用水の送水・配水の特徴として、用水量の節約、水管理の容易性、用

地費の節約、水質の保全、水圧の有効利用などが挙げられる。

【適当】　標準テキスト 1.4.1 農業水利施設

用水路のパイプライン化による水管理労力の軽減

（問５）農道整備による効果に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

　１　生産者の視点では、農作業の機械化、ほ場内作業の能率向上、産物の商品化率向上が挙げられる。

【適当】　標準テキスト 1.7.5 農道の整備

農道による効果

②　生産者の視点では、ほ場の整備とは関係なく、経営規模の拡大や生産コストの低減の実現が挙

げられる。

【不適当】　標準テキスト 1.7.5 農道の整備

「ほ場の整備と連携し、経営規模の拡大や生産コストの低減を実現する」であり不

適当。

３　消費者の視点では、農産物流通の合理化、農産物の品質向上が挙げられる。

【適当】　標準テキスト 1.7.5 農道の整備

農道による効果

４　地域住民の視点では、通勤や通学など交通の利便性向上、救急や消防などの暮らしの安全性向

上が挙げられる。

【適当】　標準テキスト 1.7.5 農道の整備

農道による効果

（問６）農業水利施設のストックマネジメントに関する記述のうち、（Ａ）～（Ｄ）に当てはまる組

合せとして、適当なものはどれか。

　ストックマネジメントとは、定期的な（Ａ）及び継続的な（Ｂ）に基づく適時・適切な（Ｃ）

を通じて、リスク管理を行いつつ、施設の（Ｄ）とＬＣＣ（ライフサイクルコスト）の低減を
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図る技術体系及び管理手法の総称である。

　 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ）

１　　機能診断　　　性能低下予測　　 リスクコミュニケーション　　 長寿命化

【不適当】　標準テキスト 1.8.3 ストックマネジメントの取組

ストックマネジメントの基本概念

２　 劣化要因の特定   性能低下予測           機能保全対策            耐震化

【不適当】　標準テキスト 1.8.3 ストックマネジメントの取組

ストックマネジメントの基本概念

③　  　機能診断　　　　施設監視　　　　　 　機能保全対策　　       長寿命化

【適当】　標準テキスト 1.8.3 ストックマネジメントの取組

ストックマネジメントの基本概念

ストックマネジメントとは、定期的な機能診断及び継続的な施設監視に基づく適

時・適切な機能保全対策を通じて、リスク管理を行いつつ、施設の長寿命化とＬＣ

Ｃ（ライフサイクルコスト）の低減を図る技術体系及び管理手法の総称である。

４　 劣化要因の特定  　 施設監視　　　 リスクコミュニケーション　　　耐震化

【不適当】　標準テキスト 1.8.3 ストックマネジメントの取組

ストックマネジメントの基本概念

（問７）土地改良法の目的及び原則に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

  ①　土地改良法は、農業の生産性の向上、農業総生産の増大、農業生産の選択的拡大及び農村と都

市の健全な発展を図ることを目的としている。

【不適当】　標準テキスト　１土地改良法の目的及び原則（１）目的

（土地改良法第１条第１項）

土地改良法の目的は、農業生産性の向上、農業総生産の増大、農業生産の選択的拡

大及び農業構造の改善である。

２　土地改良法は、農用地の改良、開発、保全及び集団化に関する事業を適正かつ円滑に実施する

ために必要な事項を定めている。

【適当】　標準テキスト　１土地改良法の目的及び原則（１）目的

（土地改良法第１条第１項）

３　土地改良事業は、事業実施区域及び周辺の環境に対して一定の負荷を与える可能性を有するも

のであり、多額の公共投資を伴うものである。

【適当】　標準テキスト　１土地改良法の目的及び原則（２）原則

（土地改良法第１条第２項）

４　土地改良事業は、事業実施に当たって環境との調和に配慮しつつ、国土資源を総合的に開発し

保全するとともに、国民経済の発展に適合するものでなければならない。

【適当】　標準テキスト　１土地改良法の目的及び原則（２）原則
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（土地改良法第１条第２項）

（問８）土地改良事業の種類に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

　１　農用地の保全又は利用上必要な施設である階段工、土留工、防風林の新設、管理、廃止又は変

更も土地改良事業である。

【適当】　標準テキスト　３土地改良事業（２）土地改良事業の種類

　　　　　　　（土地改良法第２条第２項第１号）

２　災害復旧には、津波又は高潮による海水の浸入のために農用地が受けた塩害の除去のために必

要な事業が含まれる。

【適当】　標準テキスト　３土地改良事業（２）土地改良事業の種類

　　　　　　　（土地改良法第２条第２項第５号）

３　農用地の集団化に資する換地制度と交換分合制度が土地改良法に定められているが、交換分合

制度は土地改良事業であるが、換地制度は土地改良事業ではない。

【適当】　標準テキスト　３土地改良事業（２）土地改良事業の種類

　　　　　　　（土地改良法第２条第２項第６号）

④　農用地の区画形質の変更の事業に附帯する農用地の造成の工事を行う場合には、農用地の造成

に係る手続を必ず経る必要がある。

【不適当】　標準テキスト　３土地改良事業（２）土地改良事業の種類

　　　　　　　（土地改良法第２条第２項第２号）

農用地の区画形質の変更の事業に附帯する農用地の造成の工事は、区画整理と一体

として行うことができる。

（問９）土地改良事業の基本的要件に関する記述のうち、（Ａ）～（Ｄ）に当てはまる組合せとして、

適当なものはどれか。

・土地改良事業の施行に係る地域の（Ａ）の向上に資するためその事業が必要であること。

・土地改良事業の施行が（Ｂ）に可能であること。

・土地改良事業の全ての（Ｃ）がその全ての費用を償うこと。

・土地改良事業に要する受益者負担金が、（Ｄ）からみて相当と認められる負担能力の限度を超え

ないこと。

　　 　　Ａ　　　　　　 Ｂ　 　　 　Ｃ　　　   Ｄ

①　農業の生産性　　　技術的　　　効用　　農業経営

【適当】　標準テキスト　１０土地改良事業の計画と基本的要件

　　　　　　　（２）土地改良事業の基本的要件①～④　土地改良法第８条、施行令第２条

２　農業の生産性　　　経済的　　　機能　　総所得額

【不適当】　標準テキスト　１０土地改良事業の計画と基本的要件

　　　　　　　（２）土地改良事業の基本的要件①～④　土地改良法第８条、施行令第２条
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３　農村環境　　　　　技術的　　　機能　　総所得額

【不適当】　標準テキスト　１０土地改良事業の計画と基本的要件

　　　　　　　（２）土地改良事業の基本的要件①～④　土地改良法第８条、施行令第２条

４　農村環境　　　　　経済的　　　効用　　農業経営

【不適当】　標準テキスト　１０土地改良事業の計画と基本的要件

　　　　　　　（２）土地改良事業の基本的要件①～④　土地改良法第８条、施行令第２条

（問 10）土地改良事業の参加資格（３条資格者）に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

１　農用地の賃借地については、原則として使用収益権者が３条資格者になる。

【適当】　標準テキスト　４土地改良事業の参加資格（１）３条資格者①

　　　　　　　　（土地改良法第３条第１項第２号）

②　農用地の使用貸借地については、原則として所有者が３条資格者になる。

【不適当】　標準テキスト　４土地改良事業の参加資格（１）３条資格者①

（土地改良法第３条第１項第２号）

貸借地については、原則として使用収益権者である使用貸借権者が３条資格者に

なる。

３　非農用地については、使用収益権者がいる場合であっても、原則として所有者が３条資格者と

なる。

【適当】　標準テキスト　４土地改良事業の参加資格（１）３条資格者②

（土地改良法第３条第１項第４号）

４　参加資格の具体的内容は、土地改良事業の開始、変更等について賛否の表示をし、土地改良区

の組合員となること等である。

【適当】　標準テキスト　４土地改良事業の参加資格

（２）３条資格者の具体的内容①、②

（問 11）土地改良事業の実施手続き等に関する記述のうち、適当なものはどれか。

　１　国営、都道府県営及び市町村営土地改良事業の申請人は、あらかじめ計画の概要を公告し縦覧

に供して地域住民の意見聴取を行わなければならない。

【不適当】　標準テキスト　６土地改良事業の実施手続

（２）国、都道府県営土地改良事業①

地域住民の意見聴取は、国営及び都道府県営土地改良事業に限られる。

２　土地改良事業は、農業の生産性の向上に資するものであることから、国営、都道府県営土地改

良事業についても必ず１５人以上の事業参加資格者の申請によって行われる。

【不適当】　標準テキスト　６土地改良事業の実施手続

（２）国、都道府県営土地改良事業①

国又は都道府県が行うべきとして申請する土地改良事業の手続では、１５人以上
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の事業参加資格者に限定していない。

③　市町村は、農業振興地域整備計画に定める土地改良事業を国又は都道府県が行うこととして申

請することができる。

【適当】　標準テキスト　６土地改良事業の実施手続

（２）国、都道府県営土地改良事業①、ア

４　農地中間管理機構が農地中間管理権を有する農用地については、農業者からの申請によらず国

又は都道府県が土地改良事業を行うことができる。

【不適当】　標準テキスト　６土地改良事業の実施手続

（２）国、都道府県営土地改良事業②

農地中間管理権を有する農用地で行われる土地改良事業は都道府県のみである。

（問 12）土地改良財産の定義等に関する次の記述のうち、不適当なものはどれか。

　１　土地改良財産の管理とは、維持、保存及び運用をいうものとされており、これらのためにする

改築、追加工事等も含まれる。

【適当】　標準テキスト　１土地改良財産の概要

（２）土地改良財産の管理及び処分に関する法令等について、③ ( 参考 )

２　国営土地改良事業のために取得した流水占用権等のいわゆる水利権は、水の使用に関する権利

に該当しないことから、土地改良財産とはならない。

【適当】　標準テキスト　１土地改良財産の概要　（１）土地改良財産の範囲　①、ア

３　国営土地改良事業の実施に必要となる事業所庁舎及びこれらの敷地は土地改良財産とはならな

い。

【適当】　標準テキスト　１土地改良財産の概要　（１）土地改良財産の範囲　①

（国営土地改良事業の用に供するため取得する土取場、土捨場等の事務処理について

（昭和 42 年４月 15 日付け 42 農地Ｄ第 304 号（設）農地局長通知））

④　国営土地改良事業によって生じた工作物及び取得した土地は土地改良財産となるが、滅失のお

それがある防風林は土地改良財産とはならない。

【不適当】　標準テキスト　１土地改良財産の概要　

（１）土地改良財産の範囲①、ウ

国営土地改良事業のために取得した立木その他の物件は土地改良財産である。

（問 13）国営造成施設の維持管理形態に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

１　国営造成施設の管理には、委託管理、譲与管理及び直轄管理の３つの形態があるが、直轄管理

は高度な公共性を有する等特殊な施設に限られている。

【適当】　標準テキスト　２土地改良施設の維持管理制度　（２）国営造成施設の維持管理形態

２　国営造成施設の管理を委託したときには、国は従来有していた管理権限を全く失うわけではな

く、管理受託者による管理作用を監督する権限と責任を有する。
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【適当】　標準テキスト　２土地改良施設の維持管理制度　（２）国営造成施設の維持管理形態　

①　委託管理

③　基幹的な国営造成施設以外の施設については、用途を廃止したときは国に返還することを条件

に、都道府県、市町村、土地改良区に譲与することができる。

【不適当】　標準テキスト　２土地改良施設の維持管理制度　（２）国営造成施設の維持管理形態　

②　譲与管理　イ　譲与の相手方

国営造成施設の譲与の相手先は、土地改良区、市町村その他農林水産大臣の指定す

る者（農協、農協連合会）であり、都道府県は含まれない。

４　基幹的な国営造成施設とは、ダム及びため池並びにえん堤（ダムを除く。）、水路及び揚水施設

であって農林水産大臣が指定するものとなっている。

【適当】　標準テキスト　２土地改良施設の維持管理制度　（２）国営造成施設の維持管理形態　

②　譲与管理　参考　①　②

（問 14）土地改良財産の管理及び処分の態様等に関する記述のうち、適当なものはどれか。

　①　金銭補償に代えて、国営土地改良事業の一部として行う工事によって生じた土地改良財産であ

る工作物その他の物件を被補償者に譲与することができる。

【適当】　標準テキスト　３土地改良財産の管理及び処分の態様　（２）補償施設の譲与（法第

９４条の３第２項）

２　土地改良区において、管理の費用を負担した基幹的な土地改良施設を構成する土地改良財産で

ある土地等を、その負担した費用の範囲内で当該土地改良区に譲与することができる。

【不適当】　標準テキスト　３土地改良財産の管理及び処分の態様　（３）管理費用の負担に係る

施設の譲与（法第９４条の４第１号）

管理費用の負担に係る施設の譲与は、一般土地改良施設に係る土地等でその用途を

廃止したものである。

３　土地改良区の寄附に係る土地改良財産について、その用途を廃止したときは、寄附を受けた年

数の経過に関わらず当該土地改良区に譲与することができる。

【不適当】　標準テキスト　３土地改良財産の管理及び処分の態様　（４）管理費用の負担に係る

施設の譲与（法第９４条の４第２号）

寄附に係る施設の譲与は、寄附を受けた後 20 年を経過したものについては譲与で

きない。

４　公共の利益となる事業の用に兼ねて供するため特別の必要がある場合には、すべての土地改良

財産を対象に、本来の用途又は目的を妨げない限度において、当該事業を行う者に対して共有持

分を与えることができる。

【不適当】　標準テキスト　３土地改良財産の管理及び処分の態様　（６）共有持分の付与（法第

９４条の４の２第２項～第４項）

基幹的な土地改良施設について、一定の要件の下で共有持分を与えることがで
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きる。

（問 15）土地改良財産の他目的使用等に関する記述のうち、適当なものはどれか。

１　土地改良財産の本来の用途又は目的を妨げない限度において、他の用途又は目的に使用させる

ことはできるが、収益させることはできない。

【不適当】　標準テキスト　３土地改良財産の管理及び処分の態様　（５）他目的への使用等（法

第９４条の４の２第１項、令第５９条）

他目的使用等は、他の用途又は目的に使用させ又は収益させることができる。

２　土地改良財産の他目的使用等の期限は、管理を委託している場合にあっては原則として５年を

超えることができず、また、未委託の場合にあっては原則として３年を超えることができない。

【不適当】　標準テキスト　３土地改良財産の管理及び処分の態様　（５）他目的への使用等（法

第９４条の４の２第１項、令第５９条）　ア　他目的使用等の期間

未委託の土地改良財産については、原則として１年を超えることはできない。

③　土地改良財産である農業用用排水施設を発電、水道等他の利水の用に供させる場合は、他目的

使用等に係る施設の建設費負担相当額及び維持管理費負担額を徴収する。

【適当】　標準テキスト　３土地改良財産の管理及び処分の態様　（５）他目的への使用等（法第

９４条の４の２第１項、令第５９条）　イ　他目的使用等の使用料

４　管理を委託した土地改良財産を、第三者に他目的使用等させることによって生ずる使用料等の

収入は、施設を造成した国営土地改良事業に係る建設費負担割合に応じて按分し、国及び国以外

の負担者の負担割合に応じて徴収する。

【不適当】　標準テキスト　３土地改良財産の管理及び処分の態様　（５）他目的への使用等（法

第９４条の４の２第１項、令第５９条）　イ　他目的使用等の使用料（ウ）（土地改

良法施行令第 63 条）

受託に係る施設の管理によって生ずる収入は、管理受託者に帰属する。
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問題２　土地改良補償要網、公共補償基準要網及び事業損失の基本的事項に関する以下の問に対

して、正しい答えの番号を答案用紙に記入してください。

（問１）土地改良補償要綱第２条に規定する語句の定義等に関する記述のうち、適当なものはどれか。

１　土地等とは、土地のほか土地収用法第５条に掲げる権利等であり、物権である地上権、永小作

権及び地役権等はこれに含まれるが、債権である賃借権、使用借権は含まれない。

【不適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第２条　解説（２）

「債権である賃借権、使用借権は含まれない」ではなく、「含まれる」

②　権利とは、民法その他の法律により権利として認められているもののほか、永年にわたって反

復継続して営まれている実態から社会通念上権利として認められる程度にまで成熟した慣習上の

利益を含むが、単なる反射的利益を享受している場合は含まれない。

【適当】　標準テキスト　解説（４）、第４条　解説

３　土地等の取得とは、土地、土地に定着する物件及び土石砂れきの所有権の取得並びに土地収用

法第５条に掲げる権利の消滅及び当該権利の制限をいう。

【不適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第２条第２、３項

権利の制限は、「土地等の使用となる」

４　土地等に含まれる土地収用法第７条に掲げる土石砂れきには、採掘により土地から分離され動

産の形態をなしているものも含まれる。

【不適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第２条第２項　解説（４）

土地から分離した土石砂れきは「土地等」に含まれない。

（問２）土地改良補償要綱第８条及び第９条に規定する土地の補償額算定の基本原則及び土地の正常

な取引価格に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

１　下水処理場の設置が予定されることにより土地の取得価格が低下した場合は、当該施設の影響

がなかったものとして、従前の状況から予想される正常な取引価格により補償する。

【適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第８条第３項　解説

２　取得する土地に建物その他の物件があるときは、当該物件がないものとしての当該土地の正常

な取引価格により補償する。

【適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第８条第２項

３　正常な取引価格を定める場合においては、土地所有者がその土地に対して有する主観的な感情

価値及び土地所有者又は特定の第三者がその土地を特別の用途に用いることを前提として生ずる

価値は考慮しない。

【適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第９条第４項

④　土地価格の具体的評価に当たっては、不動産鑑定評価基準でいう収益性を考慮した収益還元法

を基準とし、それに市場性を考慮した取引事例比較法を加味して算定する。

【不適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第９条の解説
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「収益性を考慮した収益還元法を基準とし、それに市場性を考慮した取引事例比較法

を加味して」ではなく、「市場性を考慮した取引事例比較法を基準とし、それに収益

性を考慮した収益還元法を加味して」

（問３）土地改良補償要綱第１１条から第１４条に規定する土地に関する所有権以外の権利の消滅に

関する記述のうち、適当なものはどれか。

１　補償の対象となる所有権以外の権利の種類としては、地上権、永小作権、地役権の他抵当権及

び質権等の権利であるが、入会権は権利者を特定しにくいため補償の対象にはならない。

【不適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第１１条　解説⑨

「入会権は権利者の特定が不明確なため補償の対象にはならない」ではなく、「補償

の対象となる」

２　使用貸借による権利に対する補償は、当該権利が賃借権であるものとして算定した正常な取引

価格と同程度とする。

【不適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第１３条　運用方針第４

「算定した正常な取引価格と同程度とする」ではなく、「算定した正常な取引価格と

３分の１程度を標準とする」

③　取得する土地に地上権、永小作権及び地役権が設定されている場合は、当該権利を消滅させる

ものとして、その補償額は近傍類地の同種の権利の正常な取引価格を基準として算定する。

【適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第１１条第１項　解説

４　土地について、２０年以上の長期にわたり占有を継続している場合は、本権と分離して占有権

も補償の対象となる。

【不適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第１４条　解説

「占有権も補償の対象となる」ではなく、「占有権は補償しない」　

（問４）土地改良補償要綱第１５条に規定する建物等の取得に係る補償に関する記述のうち、適当な

ものはどれか。

１　取引事例がない建物その他の工作物を取得する場合は、建物にあっては当該建物の推定再建築

費を、その他の工作物にあっては当該工作物の推定再建設費をもって補償する。

【不適当】　標準テキスト　第１５条第２項

推定再建築費又は推定再建設費から経過年数及び維持保存の状況に応じて減価した

額を補償する。

②　取引事例がない伐期未到達で市場価格を有する立木を取得するときは、伐期における当該立木

の価格の前価額と現在から伐期までの純収益の前価合計額との合計額を補償する。

【適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第１５条第３項第１号の条文。

３　立木を取得する場合の補償額の算定は、立木の伐採補償額の算定過程において算定される立木

価格では補償することはできない。
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【不適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第１５条第４項　解説中段

立木価格が立木取得価格となる。

４　取得する土地に存する人工の用材林の立木であって、当該立木に通常必要とされる管理が適正

に行われていないと認められる場合は、当該立木を取得することはできない。

【不適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第１５条第４項第３号　立木取得条件

通常必要とされる管理が適正に行われていないと認められる場合に該当。

（問５）土地改良補償要綱第１８条に規定する漁業権等の消滅に係る補償に関する記述のうち、不適

当なものはどれか。

１　漁業権の消滅に係る補償を受けられる者は、漁業協同組合、漁業協同組合連合会又は定置漁業、

区画漁業及び共同漁業について許可を受けている者である。

【適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第１８条運用方針第７第２項第１号

２　漁業権等の消滅とは、事業の施行により当該権利等に係る漁場の全部又は一部について漁業権

等の行使ができなくなることをいう。

【適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第１８条運用方針第７第１項第１号  

３　平均年間純収益は、豊凶の著しい年を除いた評価時前３か年ないし５か年の平均魚種別漁獲量

に魚価を乗じて得た平均年間総漁獲額から、平均年間経営費を控除して得た額とする。

【適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第１８条運用方針第７第３項

④　消滅させる漁業権等に対しては、当該権利を行使することによって得られる平年の純収益を資

本還元した額を補償する。

【不適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第１８条の条文

平年の純収益を資本還元した額を基準として、当該権利に係る水産資

源の将来性等を考慮して算定した額を補償する。

（問６）土地改良補償要綱第２２条、第２３条及び第２３条の２に規定する土地等の使用に係る補償

に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

①　土地を使用する権利としては、土地の使用貸借契約に基づく権利及び土地の賃貸借契約に基づ

く権利等であり、地上権及び地役権は当該権利の内容から土地を使用する権利には含まれない。

【不適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第２２条　解説

地上権、地役権も土地を使用する権利。

２　正常な地代又は借賃は、使用する土地及び近傍類地の地代又は借賃に、これらの土地の使用に

関する契約が締結された事情、時期等を考慮して適正な補正を加えた額を基準とする。

【適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第２２条第３項

３　土地の使用において、その期間が３年を超える場合で、当該土地の所有者から取得の請求があ

ったときは当該土地を取得することができる。

【適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第２３条の２第１項第１号
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４　賃借り事例のある農地の正常な地代又は借賃を算定する場合は、使用する農地の正常な取引価

格に６パーセントを乗じた額を１年間の地代又は借賃の参考とする。

【適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第２２条運用方針第１１第１項第１号

（問７）土地改良補償要綱第２６条に規定する建物等の移転料に関する記述のうち、適当なものはど

れか。

①　建物の移転工法における再築工法に構内再築工法があるが、この工法は、残地に従前の建物と

同種同等の建物又は従前の建物に照応する建物を建築することが合理的と認められる場合に採用

する工法である。

【適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第２６条運用方針第１５第１項第５号ア

２　建物の移転工法としては、再築工法、曳家工法、改造工法、復元工法及び除却工法があるが、

建物の構造及び用途により移転工法が異なるので、はじめに当該建物に最適な移転工法を認定し、

次に通常妥当と認められる移転先を選定する。

【不適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第２６条　運用方針第１５第１項第 1号

　通常妥当と認められる移転先を認定し、通常妥当と認められる移転工法を認定

する。

３　建物等の移転に伴い木造の建築物に代えて耐火建築物を建築する等の建築基準法その他の法令

の規定に基づき必要とされる既設の施設の改善に要する費用は、当該建物所有者の請求により移

転料に加えて補償する。

【不適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第２６条第２項の条文

　　　　　既存の施設の改善に要する費用は補償しない。

４　建物の移転工法における改造工法は、建物の一部を切り取っても従前の機能にほとんど影響を

与えないと認められる場合、又は建物を再現する必要がないと認められる場合に認定する工法で

ある。

【不適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第２６条　運用方針第１５第１項第２号

本工法は、改造工法ではなく、除却工法である。

（問８）土地改良補償要綱第２９条に規定する動産移転料に関する記述のうち、適当なものはどれか。

１　屋内動産とは、金庫、据付けをしていない機械器具、薪炭及び石炭等の動産で、容積及び重量

で台数積算して取り扱うことが適当なものをいう。

【不適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第２９条　運用方針第１６第１項

「金庫、据付けをしていない機械、薪炭及び石炭等」ではなく、「居住用家財、店頭商

品、事務用什器」　普通引越荷物

２　土地等を使用する場合で、使用終了後に従前地に移転する動産に対する補償の額は、当該土地

等の使用前に補償した動産の移転料と同額として、当該土地等の使用終了後に契約を締結して補

償する。
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【不適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第２９条　運用方針第１６第４項

「当該土地等の使用終了後に契約を締結して補償する」ではなく、「当該土地等の使用

開始時において補償する」

③　土地等の取得又は使用に伴い移転する動産の移転料については、通常妥当と認められる移転先

に通常妥当と認められる移転方法によって移転に要する費用を補償するものであるが、取扱いの

困難な動産については特殊経費を加算することができる。

【適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第２９条　運用方針第１６第３項

４　一般動産の移転費は、建物の占有面積及びその収容状況を調査し、地域における標準的な一般

貨物自動車の運賃により算定する。

【不適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第２９条　運用方針第１６第１項

記述内容が、一般動産ではなく屋内動産である。

（問９）土地改良補償要綱第３４条に規定する祭し料に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

１　土地等の取得又は土地等の使用に伴い神社、仏閣、教会等の宗教上の施設を移転し、又は墳墓

について改葬を行うときは、移転又は改葬に伴う供養・祭礼等の宗教上の儀式に通常要する費用

を補償する。

【適当】  標準テキスト　土地改良補償要綱第３４条の条文。

②　神社の遷座祭典に要する費用には、僧侶の奉仕料、供物料及び法要費を必要とするが、仏閣の

移転料には、神官の謝礼金、神饌料及び奉祝費が必要となり、これらの費用については宗教上の

慣行等により、通常行われている程度に応じて補償する。

【不適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第３４条解説の中段。

「神社は、神官の謝礼金・・・、仏閣は、僧侶の奉仕料・・・

３　宗教上の施設であっても、神官、僧侶、牧師等が専ら住居の用に供している建物を移転させる

場合は、通常の移転として取扱い、祭し料は補償しない。

【適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第３４条運用方針第２１第３項

４　個々の墳墓の改葬に伴う弔祭料は、読経供養費、供花供物費その他通常必要な費用を適正に算

定する。

【適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第３４条　運用方針第２１　第２項

（問 10）土地改良補償要綱第３５条に規定する移転雑費に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

１　土地等の取得又は使用に伴い建物等を移転する場合は、移転先又は代替地等の選定に要する費

用、法令上の手続きに要する費用、転居通知費、移転旅費その他の雑費を補償する。

【適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第３５条第１項の条文。

②　移転先又は代替地等選定に要する費用には、建物等の所有者等が自ら移転先を選定する「自己

選定の場合」と、建物等の所有者等が宅地建物取引業者に依頼して選定する「業者選定の場合」

があるが、いずれの場合も補償額は同額となる。
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【不適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第３５条　運用方針第２２　第２項

自己選定：交通費及び日当に選定に要する日数を乗じ得た額。

業者選定：交通費及び日当に選定に要する日数を乗じ得た額に宅地建物取引業者の

報酬額に相当する額を加えた額。

３　法令上の手続に要する費用には、建物の登記に要する費用も含まれ、移転を要する建物が保存

登記されている場合は、当該建物の滅失登記並びに移転した建物の表示の登記、保存登記に要す

る費用及びこれらの登記の登録免許税相当額も含まれる。

【適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第３５条　運用方針第２２　第３項　　 

４　転居通知費、移転旅費その他の雑費には、書状による転居通知の費用、地域の慣習による引越

挨拶のための物品の購入費用及び世帯人数に応じた移転のための交通費及び日当等が含まれる。

【適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第３５条　運用方針第２２　第４項

（問 11）土地改良補償要綱第３６条に規定する立木の移植補償に関する記述のうち、適当なものは

どれか。

１　立木を移植することが相当であると認められるときは、掘起し、運搬、植付け等の移植に通常

必要とする費用は補償に含まれるが、移植に伴う枯損等の損失は補償に含まれない。

【不適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第３６条の条文。

枯損補償も含まれる。

２　移植が可能な立木の場合は、当該立木を移植するために通常要する費用の補償額が、当該立木

の伐採に係る補償額を超える場合においても、伐採補償を採用することはできない。

【不適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第３６条　解説

補償の経済合理性の見地から伐採補償を採用する。

③　庭木以外の立木を移植することが相当であると認められるときとは、当該立木の移植補償額が

当該立木の取得価格を超えないときとする。

【適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第３６条　運用方針　第２３　第１項

４　収穫樹の移植に伴い収穫量の減少が生じたときは、当該収穫樹の所有者の請求により移植後に

減収相当額の補償を行う。

【不適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第３６条　

移植補償と同時に行う。

（問 12）土地改良補償要綱第３７条に規定する用材林及び薪炭林の立木の伐採補償に関する記述の

うち、不適当なものはどれか。

①　伐期未到達立木であって、市場価格のあるものについては、伐期における当該立木の価格の前

価額と現在から伐期までの純収益の前価合計額との合計額から、当該立木の現在価格を控除した

額に伐採除却に通常要する費用相当額を加算した額を補償する。

【不適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第３７条第１項第１号解説の中段以降。伐期未到達
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立木で市場価格のあるもの

２　伐期未到達立木であって、市場価格のない人工林については、現在までに要した経費の後価合

計額から、現在までの収益の後価合計額を控除した額に伐採除却に通常要する費用相当額を加算

した額から伐採により発生した材料の価格を控除した額を補償する。

【適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第３７条第１項第２号イ

３　伐期未到達立木であって、市場価格のない天然生林については、伐期における当該立木の価格

の前価額に伐採除却に通常要する費用相当額を加算した額から伐採により発生した材料の価格を

控除した額を補償する。

【適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第３７条第１項第２号ロ

４　薪炭林の台木については、将来の各伐期における推定純収益の前価合計額を補償する。

【適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第３７条第１項第３号

（問 13）土地改良補償要綱第３８条に規定する果樹等の収穫樹の伐採補償に関する記述のうち、適

当なものはどれか。

１　果樹等の収穫樹を伐採補償するときは、果樹等の収穫樹の伐採徐却に通常要する費用相当額を

補償できるが、当該収穫樹を廃材として処分する費用は補償できない。

【不適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第３８条　解説の後段。

廃材の処分に要する費用を補償する。

②　果樹等の収穫樹を伐採するときは、当該立木の正常な取引価格と伐採除却に通常要する費用相

当額との合計額から、伐採により発生した材料の価格を控除した額を補償する。

【適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第３８条の条文。

３　取引事例がない果樹等の収穫樹で未収益樹を伐採するときは、伐採後の残存効用年数に対する

純収益の前価合計額に伐採除却に通常要する費用相当額を加算した額から、伐採により発生した

材料の価格を控除した額を補償する。

【不適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第３８条第１号の条文。

　　　　　　未収益樹：要した経費の後価合計額

４　取引事例がない果樹等の収穫樹で収益樹を伐採するときは、現在までに要した経費の後価合計

額に伐採除却に通常要する費用相当額を加算した額から、伐採により発生した材料の価格を控除

した額を補償する。

【不適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第３８条第２号の条文。

収益樹：残存効用年数の純収益の前価合計額

（問 14）土地改良補償要綱第３９条の２に規定する庭木等の補償に関する記述のうち、不適当なも

のはどれか。

１　庭木等を伐採することが相当であると認められるときの補償は、当該庭木等の正常な取引価格

と伐採除却に要する費用相当額との合計額から伐採により発生する材料の価格を控除した額と
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する。

【適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第３９条の２第１項の条文。

２　土地等の取得又は使用に伴い残地に庭木等が存することとなる場合において、建物等を移転す

ることに伴い当該庭木等を移転することが相当であると認められるときは、当該庭木等を移転す

るのに要する費用を補償する。

【適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第３９条の２第２項の条文。

③　庭木等を伐採することが相当であると認められるときであっても、移植補償との経済比較は常

に行う必要がある。

【不適当】  標準テキスト　土地改良補償要綱第３９条の２　解説。

移植困難、移植場所なし、運搬困難。・・経済比較不要

４　防風、防雪等の効用を有する庭木等を伐採することが相当であると認められるときの補償は、

当該庭木等の正常な取引価格に代えて、当該効用を代替する工作物の設置に要する費用に代える

ことができる。

【適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第３９条の２　運用方針第２５－２第３項

（問 15）土地改良補償要綱第４４条に規定する農業休止の補償に関する記述のうち、不適当なもの

はどれか。

１　農業休止の補償における休止期間中の所得減の算定方法は、休止前の所得相当額から休止後に

おいても得られる予想所得相当額を控除する。

【適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第４４条運用方針第３０第３項第１号

２　土地等の使用に伴い通常農業を一時休止する必要があると認められるときは、休止期間中の固

定的経費と休止期間中の所得減を補償する。

【適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第４４条の条文

３　所得相当額は、農業粗収入から農業経営費を控除した額となるが、農業経営費には自家労働の

評価額は含まれない。

【適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第４４条運用方針第３０第３項第２号の準用第２９第

４項第２号

④　農業休止の補償における休止期間中の固定的な経費とは、公租公課、施設の減価償却費等であ

り、公租公課には固定資産税、自動車税のほか所得税及び登録免許税も含まれる。

【不適当】　標準テキスト　土地改良補償要綱第４４条　運用方針第３０第２項第１号、同第２７

第１項第２号ア　

「所得税、登録免許税等は除く」

 

（問 16）公共補償基準要綱第６条に規定する既存公共施設等に対する補償の原則及び第 11 条に規定

する維持管理費に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

１　既存公共施設等と異なる種類の施設による機能回復は、技術的、経済的にみて合理的と認めら
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れるときに限り、異種施設により行うことができる。

【適当】　標準テキスト　公共補償基準要綱第６条第２項但し書き及び解説後段のとおり。

②　既存公共施設等の機能回復を同種施設により行う場合の維持管理費の増加分とは、既存公共施

設等の維持管理費から同種施設の維持管理費を控除した額をいう。

【不適当】　標準テキスト　公共補償基準要綱第 11 条第２項（　）書き。

「同種施設の維持管理費から既存公共施設等の維持管理費を控除した額」と規　　定

している。

３　既存公共施設等の機能回復を異種施設により行う場合において、当該既存公共施設等及び異種

施設の種類、状態に応じて、適正かつ合理的な一定期間中の維持管理費の増加分を補償すること

ができる。

【適当】　標準テキスト　公共補償基準要綱第 11 条第１項のとおり。

４　公共事業の施行によりその機能を廃止し、又は休止することが必要となる起業地内の既存公共

施設等に対する補償は、機能回復が図られるよう行わなければならない。

【適当】　標準テキスト　公共補償基準要綱第６条第１項のとおり。

（問 17）公共補償基準要綱第８条に規定する建設費に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

１　既存公共施設等の機能回復を現物補償により行う場合において、既存公共施設等の管理者が当

該補償工事の施行時期に減耗分相当額を負担することができないときは、あらかじめ協議を行い

起業者において減耗分相当額を立て替えて当該工事を施行することができる。

【適当】　標準テキスト　運用申し合せ第７第５項のとおり。

②　既存公共施設等が分割等されることにより、その全部に相当する代替の公共施設等を建設しな

ければ機能回復が困難となる場合であっても、当該施設の管理者は当該施設等の全部を建設する

のに要する費用を請求することはできない。

【不適当】　標準テキスト　運用申し合せ第７第７項。

「当該公共施設等の管理者の請求により、当該施設等の全部を建設す　るのに要

する費用を対象とすることができる」と規定している。

３　既存公共施設等の機能回復が代替の公共施設等を建設することにより行われる場合において、

代替の公共施設等を建設するために必要な費用については、原則として、既存公共施設等と同等

の公共施設等を建設することにより機能回復を行う費用とする。

【適当】　標準テキスト　運用申し合せ第７第１項のとおり。

４　既存公共施設等の機能回復に要する費用を補償する場合は、当該公共施設等を建設するために

必要な費用から、既存公共施設等の処分利益及び既存公共施設等の機能の廃止の時までの財産価

値の減耗分を控除した額を補償する。

【不適当】　標準テキスト　公共補償基準要綱第８条第１項のとおり。

（問 18）公共補償基準要綱第 16 条に規定する自然施設の損壊に対する費用の負担及び第 17 条に規
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定する工事の施行に伴う公共施設等の損傷等に対する費用の負担に関する記述のうち、適当

なものはどれか。

１　公共事業の施行による起業地外の自然施設損壊に対しては、起業地内の自然施設の損壊と同様

に取り扱うことが必要であると客観的に認められても、起業地内に準じて取り扱うことはできな

い。

【不適当】 標準テキスト　運用申し合せ第 15 第３項。

「起業地内の自然施設の損壊と同様に取り扱うことが必要であると認められるときは、

起業地内に準じて取り扱うことができる」と規定している。

２　自然施設の損壊に対する必要最小限度の費用の負担は、当該代替施設の機能が従前の自然施設

の機能を上回る場合、当該施設を上回る部分についても負担しなければならない。

【不適当】　標準テキスト　運用申し合せ第 15 第２項後段。

「当該代替施設の機能が従前の自然施設の機能を上回る場合においては当該施設を上

回る部分については、補償しない」と規定している。

③　公共事業の施行により起業地外の公共施設等の損傷等で社会通念上受忍の範囲をこえるものが

生ずる場合において、当該公共施設等の管理者又は地方公共団体が機能を維持するための補修、

模様替え等を行うときは、公共事業の起業者は、必要な最小限度の費用を負担することができる。

【適当】　標準テキスト　公共補償基準要綱第 17 条のとおり。

４　自然施設の損壊に対する費用を負担する場合の必要な最小限度の費用とは、技術的、経済的に

最小限度の施設の建設に要する直接工事費及び間接工事費の総額をいう。

【不適当】　標準テキスト　運用申し合せ第 15 第２項前段。

「必要最小限度の費用は、技術的、社会的に最小限度の施設の建設に要する直接

工事費とし」と規定している。

（問 19）国営土地改良事業に係る工事の施行に起因する地盤変動により生じた建物等の損害等に係

る事務処理要領に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

①　建物等の所有者に受忍の範囲を超える損害等が生じた場合に負担する費用は、原則として、損

害等が生じた建物等を従前の状態に修復し、又は復元することに要する費用とする。この場合に

おける修復方法または復元方法は、建物等を改造する方法により行うものとする。

【不適当】　標準テキスト　事務処理要領第７条（費用の負担）第１項。

「建物等の使用目的及び使用状況、損害等の発生個所及び発生状況並びに建物等の経

過年数等を総合的に判断して、技術的及び経済的に合理的かつ妥当な範囲で」と規定

している。

２　起業地の周辺地域の建物等の所有者又は使用貸借若しくは賃貸借による権利に基づき建物等を

使用する者から地盤変動による建物等の損害等の発生の申し出があったときは、地盤変動による

損害等と工事の因果関係について、速やかに調査を行わなければならない。

【適当】　標準テキスト　事務処理要領第３条（地盤変動の原因等の調査）第１項のとおり。
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３　地盤変動による損害等が他の工事等の施行に係るものと複合して起因していることが明らかな

場合は、当該工事等の施行者と損害等に係る費用の負担割合等について協議をしなければならな

い。

【適当】　標準テキスト　事務処理要領第 12 条（複合原因の場合の協議）のとおり。

４　地盤変動の原因等の調査及び損害等が生じた建物等の調査の結果等から、国営土地改良事業に

係る工事の施行により発生したと認められる地盤変動により、建物等の所有者に受忍の範囲を超

える損害等が生じた場合においては、当該損害等をてん補するために必要な最小限度の費用を負

担することができる。

【適当】　標準テキスト　事務処理要領第６条（費用負担の要件）第１項のとおり。

（問 20）事業損失の諸対策に関する記述のうち、適当なものはどれか。

１　発生源対策とは、事業損失の防止対策が講じられたにもかかわらず損害等が発生した場合は、

それを補填することや今後継続する損害等を軽減、除去又は予防するための費用を支払うこと等、

被害者の被る損害等を補填することをいう。

【不適当】　標準テキスト　第４　事業損失に係る諸対策

記述は、（６）補償対策の内容である。

②　構造、工法上の対策とは、公共施設の構造、工法等に十分な配慮を払って、損害等の防止又は

軽減に努め事業損失の程度を最小限に押さえる方策であり、例えば、工事中の騒音・振動等につ

いて、工法及び使用機械の変更、消音器の取付け等を講じることをいう。

【適当】　標準テキスト　第４　事業損失に係る諸対策

（５）のとおり。

３　施設内対策とは、事業損失の発生の原因を発生源で除去又は軽減を図るもので、例えば、工事

施行中における適正な工法、使用機械の選択及び作業時間等の検討を行うことをいう。

【不適当】　標準テキスト　第４　事業損失に係る諸対策

記述は、（１）発生源対策の内容である。

４　補償対策とは、公共施設の使い方いかんが事業損失の発生に重大な影響を与えるため、施設の

使用の方法を、自己規制を含めて規制することにより、事業損失の発生の原因を軽減又は除去す

ることをいう。

【不適当】　標準テキスト　第４　事業損失に係る諸対策

記述は、（２）供用対策の内容である。
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問題３　土地収用制度及び用地調査等請負業務の基本的事項に関する以下の問に対して、正しい

答えの番号を答案用紙に記入してください。

（問１）土地収用制度及び収用適格事業に関する記述のうち、適当なものはどれか。

１　土地等の強制取得に関する法律制度としては、土地収用法のほか、特別法として道路法、河川

法及び土地改良法等がある。

【不適当】　標準テキスト　土地収用制度の概要　第１総説

　　　「道路法、河川法及び土地改良法等」ではなく、「都市計画法、住宅地区改良法、鉱業

法、森林法、採石法等」

②　土地収用法第３条各号に掲げる事業を施行する上で必要不可欠な工事用道路、土捨場、資材置

場等の設置に関する事業は、附帯事業と呼ばれ収用適格事業となる。

【適当】　標準テキスト　土地収用制度の概要　第１総説

（２）収用適格事業

３　収用適格事業の事業主体は、国や地方公共団体に限定され、営利を目的とする会社等が行う鉄

道、電気工作物、ガス工作物に関する事業の場合、収用権は認められない。

【不適当】　標準テキスト　土地収用制度の概要　第１総説（２）収用適格事業

「収用権は認められない」ではなく、「収用権は認められる」

４　土地収用法第３条各号の一に該当する事業であれば、その利益を受ける者が非常に限定される

場合であっても収用権は認められる。

【不適当】　標準テキスト　土地収用制度の概要　第１総説（２）収用適格事業

　　　　　　「その利益を受ける者が非常に限定される場合であっても収用権は認められる」で

はなく、「その利益を受ける者が非常に限定される場合は収用権は認められない」

（問２）土地調書及び物件調書の作成に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1　 起業者は、土地所有者及び関係人（過失なくして知ることができない者を除く。）を立ち会わ

せた上、土地調書及び物件調書に署名押印（以下単に「署名押印」という。）させなければなら

ない。

【適当】　標準テキスト　収用又は使用の手続き　１裁決申請　（２）調書の作成　

①の記述。

２　土地所有者及び関係人のうちに署名押印を拒んだ者又は署名押印をすることができない者があ

るときは、起業者は、市町村長の立会及び署名押印を求めなければならない。

【適当】　標準テキスト　収用又は使用の手続き　１裁決申請　（２）調書の作成　

②の記述。

３　上記２の場合で、市町村長が署名押印を拒んだときは、都道府県知事は、起業者の申請により、

当該都道府県の職員のうちから立会人を指名し、署名押印させなければならない。

【適当】　標準テキスト　収用又は使用の手続き　１裁決申請　（２）調書の作成　
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③の記述。

④　土地所有者及び関係人が著しく多数となり、かつ権利者一人当たり補償金が僅少であるような

通常の想定を越える場合において、起業者は当該地を管轄する家庭裁判所に財産管理人の選任を

申し立て、選任された財産管理人の立会及び署名押印を求めなければならない。

【不適当】　標準テキスト　収用又は使用の手続き　１裁決申請　（２）調書の作成

④調書作成手続の特例

「当該地を管轄する家庭裁判所に財産管理人の選任を申し立て、選任された財産管理

人の立会及び署名押印を求めなければならない」ではなく、「広告縦覧方式により土

地調書及び物件調書を作成することができる」

（問３）事業認定の効果に関する記述のうち、適当なものはどれか。

１　関係人とは、収用又は使用に係る土地に関し所有権以外の権利を有する者等をいうが、事業認

定の告示後に当該権利を承継した者は含まれない。

【不適当】　標準テキスト　土地収用制度の概要　（４）収用制度の当事者、５事業認定の効果－

①　「当該権利を承継した者は含まれない」ではなく、「当該権利を承継した者は含ま

れる」

２　収用し若しくは使用する土地又はその土地に関する所有権以外の権利に対する補償金の額は、

権利取得裁決時の価格により算定される。

【不適当】　標準テキスト　第２事業の認定　５事業認定の効果－⑨「権利取得裁決時の価格」で

はなく、「事業の認定の告示の時における価格」

③　事業認定によって起業者に、土地等を収用する権利が与えられることとなり、起業地が確定さ

れる。

【適当】　標準テキスト　第２事業の認定　５事業認定の効果本文

４　起業者は、都道府県知事の許可がなければ事業準備のため又は土地調書及び物件調書作成のた

め、土地等に立入り測量又は調査を行うことができない。

【不適当】　標準テキスト　第２事業の認定　５事業認定の効果－④ 

（問４）事業認定申請における事業説明会に関する記述のうち、適当なものはどれか。

１　事業説明会の開催は、土地所有者・関係人が一人の場合は個別に説明し、省略することができる。

【不適当】　標準テキスト　第２事業の認定　２事業認定申請における事業説明会

　　　　　（１）　一人の場合でも省略できない。

②　事業説明会の開催通知文書の配布方法は、郵送、電報、職員による直接交付及びＦＡＸとする

ことができる。

【適当】　標準テキスト　第２事業の認定　２事業認定申請における事業説明会

　　　　　（４）②

３　事業計画が確定したものとして説明した後、これに変更があった場合でも、再度の説明会を開
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催する必要はない。

【不適当】　標準テキスト　）第２事業の認定　２事業認定申請における事業説明会

（４）⑤　再度の説明会の開催が必要

４　事業説明会の開催通知を要する相手方は、権利の提供に同意していない権利者が対象となり、

起工承諾者には通知する必要はない。

【不適当】　標準テキスト　第２事業の認定　２事業認定申請における事業説明会

　　　　　（４）②　起工承諾書にも通知が必要

（問５）収用又は使用の裁決の効果に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

①　起業者は、裁決において定められた権利取得の時期又は明渡しの期限から起算して１０日以内

に裁決に係る補償金等の払渡し等をしなければならない。なお、払渡し等をしなかったときは、

裁決はその効力を失う。

【不適当】　標準テキスト　第５収用又は使用の効果（１）

「から起算して１０日以内に」ではなく、「期限までに」

２　土地を収用するときは、権利取得裁決により定められた権利取得の時期において、起業者は、

当該土地の所有権を取得し、その土地に関するその他の権利は消滅し、差押え等の効力は失われ

る。

【適当】　標準テキスト　第５収用又は使用の効果（２）①

３　土地を使用するときは、権利取得裁決により定められた権利取得の時期において、起業者は、

裁決で定められたところにより、当該土地を使用する権利を取得する。

【適当】　標準テキスト　第５収用又は使用の効果（２）②

４　明渡裁決があったときは、土地及び土地にある物件の占有者は、裁決に定められた明渡しの期

限までに、起業者に土地若しくは物件を引渡し、又は物件を移転しなければならない。

【適当】　標準テキスト　　第５収用又は使用の効果（３）

（問６）用地調査業務における管理技術者及び照査技術者に関する記述のうち、不適当なものはどれ

か。

１　管理技術者は、契約図書等に基づき、業務の技術上の管理及び成果物の検証を行わなければな

らない。

【適当】　標準テキスト　用地調査等業務共通仕様書　第８条第３項の条文

２　管理技術者は、監督職員が指示する関連ある用地調査等業務の受注者と十分協議の上、相互に

協力し、業務を実施しなければならない。

【適当】　標準テキスト　用地調査等業務共通仕様書　第８条第３項の条文

３　照査技術者は、土地改良補償士又はこれと同等の能力と経験を有する技術者であり、日本語に

堪能でなければならない。

【適当】　標準テキスト　用地調査等業務共通仕様書　第９条第２項の条文
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④　照査技術者は、全ての照査が完了した段階で、検証・照査済一覧表に取りまとめ、照査技術者

の責めにおいて記名の上、発注者に提出しなければならない。

【不適当】　標準テキスト　用地調査等業務共通仕様書　第９条第２項の条文

「発注者に提出」ではなく、「管理技術者に提出」

（問７）用地調査業務における安全の確保に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

１　受注者は、屋外で行う用地調査等業務に際しては、用地調査等業務の関係者だけでなく、権利

者並びに付近住民、通行者及び通行車両等の第三者の安全確保に努めなければならない。

【適当】　標準テキスト　用地調査等業務共通仕様書　第３１条第１項の条文。

２　受注者は、特別仕様書に定めがある場合には所轄警察署、道路管理者、鉄道事業者、河川管理

者、労働基準監督署等の関係者及び関係機関と緊密な連絡を取り、用地調査等業務の実施中の安

全を確保しなければならない。

【適当】　標準テキスト　用地調査等業務共通仕様書　第３１条第２項の条文。

③　受注者は、屋外で行う用地調査等業務の実施中に事故等が発生した場合には、直ちに労働基準

監督署に報告するとともに、労働基準監督署が指示する様式により事故報告書を速やかに労働基

準監督署に提出し、労働基準監督署から指示がある場合はその指示に従わなければならない。

【不適当】　標準テキスト　用地調査等業務共通仕様書　第３１条第８項の条文。

「労働基準監督署」ではなく、「監督職員」

４　受注者は、屋外で行う用地調査等業務の実施に当たっては安全の確保に努めるとともに、労働

安全衛生法等関係法令に基づく措置を講じなければならない。

【適当】　標準テキスト　用地調査等業務共通仕様書　第３１条第４項の条文。

（問８）用地調査業務における個人情報の取扱いに関する記述のうち、適当なものはどれか。

①　受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、用地調査等業務を処理するための利用目

的以外の目的のために個人情報を自ら利用し、又は提供してはならない。

【適当】　標準テキスト　用地調査等請負業務共通仕様書　第３５条第４項の条文。

２　受注者は、用地調査等業務の従事者に対し、在職中に限り本業務に関して知り得た個人情報の

内容をみだりに第三者に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。

【不適当】　標準テキスト　用地調査等請負業務共通仕様書　第３５条第１１項

「在職中に限り」ではなく、「在職中及び退職後においても」

３　受注者は、本業務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに第三者に知らせ、又は不当な目

的に使用してはならないが、本業務が完了し、又は解除された場合はこの限りではない。

【不適当】　標準テキスト　用地調査等請負業務共通仕様書　第３５条第２項

「本業務が完了し、又は解除された場合はこの限りではない。」ではなく、「本業務が

完了し、又は解除後においても同様とする。」

４　受注者は、用地調査等業務の実施のため個人情報を取得する場合は、個人情報を発行する機関
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に対しては利用目的等を明示し広範囲に情報収集するが、本人に対しては利用目的等を知らせて

はならない。

【不適当】　標準テキスト　用地調査等請負業務共通仕様書　第３５条第３項

「本人に対しては利用目的等を知らせてはならない。」ではなく、「本人に対し、利用目

的等を明示しなければならない。」

（問９）土地等への立入り等に関する記述のうち、適当なものはどれか。

１　受注者は、用地調査等業務を実施するため国有地、公有地、私有地又は建物等に立入る場合に

は、当該地又は当該建物等の管理者及び所有者と十分な協議を保ち用地調査等業務が円滑に進捗

するよう努めなければならない。

【不適当】　標準テキスト　用地調査等請負業務共通仕様書　第４３条第１項

「管理者及び所有者」ではなく、「監督職員及び関係者」

２　受注者は、第三者の土地への立入りに当たっては、あらかじめ身分証明書交付願を発注者に提

出し身分証明書の交付を受け、現地立入りに際して管理技術者はこれを一括して常に携帯しなけ

ればならない。

【不適当】　標準テキスト　用地調査等請負業務共通仕様書　第４３条第５項

「管理技術者はこれを一括して常に携帯」ではなく、「常に業務従事者に携帯させる」

③　受注者は、立入り作業完了後１０日以内に身分証明書を発注者に返却しなければならない。

【適当】　標準テキスト　用地調査等請負業務共通仕様書　第４３条第５項のなお書き

４　受注者は、用地調査等業務の実施のため植物、かき、さく等を除去する場合には、あらかじめ

当該物件の所有者に了解を得た上で監督職員に報告し除去するものとする。　

【不適当】　標準テキスト　用地調査等請負業務共通仕様書　第４３条第２項

「当該物件の所有者に了解を得た上で」ではなく、「監督職員に報告するものとし」

（問 10）土地及び建物の登記記録の調査が完了した後に行われる権利者の確認調査に関する記述の

うち、不適当なものはどれか。

①  建物の登記記録の調査により未登記の建物が存在することが明らかになった場合には、当該建

物所有者の氏名及び住所等について、当該市町村の固定資産課税台帳を基に調査を行わなければ

ならない。

【不適当】　標準テキスト　用地調査等業務共通仕様書　第５４条第４項

「当該市町村の固定資産課税台帳を基に」ではなく「居住者等からの聞取りを基に」

２　権利者の確認調査を行う場合で、権利者が法人以外であるときの調査項目は、戸籍簿、除籍簿、

住民票又は戸籍の附票の交付を受けて権利者の氏名、住所及び生年月日等を調査する。

【適当】　標準テキスト　[ 用地調査等業務共通仕様書　第５４条第１項の条文。

３　権利者の確認調査を行う場合で、権利者が法人であるときの調査項目は、商業登記簿、法人登

記簿等の交付を受けて法人の名称、主たる事務所の所在地並びに法人を代表する者の氏名及び住
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所等を調査する。

【適当】　標準テキスト　用地調査等業務共通仕様書　第５４条第３項の条文。

４　権利者の確認調査に伴い戸籍簿等の交付を受ける場合は、受注者が交付申請書等を作成し、発

注者は送達及び証拠書の受取りを行い、当該書類を受注者に引き渡すものとする。

【適当】　標準テキスト　用地調査等業務共通仕様書　第５４条第５項の条文。

（問 11）登記資料収集整理等に関する記述のうち、適当なものはどれか。

１　登記資料収集整理とは、土地等の取得又は権利設定等に伴い、土地改良法等で規定する登記に

必要な資料等の収集整理を行うことをいう。

【不適当】　標準テキスト　用地調査等業務共通仕様書　第７４条

「土地改良法等で」ではなく、「不動産登記法等で」

２　登記資料収集整理作業においては、取得等の区域内の土地が一筆の土地の一部で分筆を必要と

する場合又は地積の更正等が必要と認められる場合には、地積更正図（案）及び土地分筆図（案）

等を作成するものとする。

【不適当】　標準テキスト　用地調査等業務共通仕様書　第７５条

「地積更正図（案）及び土地分筆図（案）等」ではなく、「地積測量図（案）及び土地

所在図（案）等」

③　受注者は、土地等の取得又は権利設定等の登記に必要な資料等の収集整理に当たり、管轄登記

所との折衝の結果、その処理に困難なものがある場合には、監督職員と協議し、指示を受けなけ

ればならない。

【適当】　標準テキスト　用地調査等業務共通仕様書　第７６条の条文。

４　受注者は、発注者が土地等の取得又は権利設定等について、管轄登記所に対し登記嘱託書を提

出し、管轄登記所がこれを受理したときに、登記資料収集整理作業は完了となる。

【不適当】　標準テキスト　用地調査等業務共通仕様書　第７７条

「管轄登記所がこれを受理したときに、登記資料収集整理作業は完了となる」ではなく、

「登記完了証が交付されるまでの間、発注者を補助する」

（問 12）建物等の調査に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

１　建物等の調査とは、建物、工作物及び立竹木等について、それぞれの種類、数量、品等又は機

能等を調査することをいう。

【適当】　標準テキスト　用地調査等業務共通仕様書　第７８条の条文。

２　建物等の調査に当たっては、調査時、建設時又は大規模な増改築時における当該建物又は工作

物につき土地改良補償要綱第２６条第２項ただし書きに基づく補償の要否の判定に必要となる法

令に係る適合状況を調査する。

【適当】　標準テキスト　用地調査等業務共通仕様書　第８０条の条文。

３　立毛は、権利者ごとに水稲、陸稲、麦類、いも類、豆類、野菜、工芸作物及びその他の農作物
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として取り扱うことが相当と認められる区域を決定し、その区域に栽培されている農作物につい

て、栽培形態等を調査する。

【適当】　標準テキスト　調査等業務共通仕様書　第８９条の条文。

④　調査対象の建物又は工作物が建設時又は大規模な増改築時においては法令に適合していたが、

調査時においては法令に適合しないと認められた場合には、補償不要となるため調査を打ち切る。

【不適当】　標準テキスト　用地調査等業務共通仕様書　第９２条第２項

「補償不要となるため調査を打ち切る」ではなく、「法令名及び条項並びに改善内容を

調査書に記載する」

（問 13）土地評価に関する記述のうち、適当なものはどれか。

１　土地評価とは、取得等する土地の現状を適正に評価した取引価格を算定する業務をいい、不動

産の鑑定評価に関する法律第２条で定める「不動産の鑑定評価」もこれに含まれる。

【不適当】　標準テキスト　用地調査等業務共通仕様書　第１４２条

「不動産の鑑定評価」もこれに含まれる」ではなく、「不動産の鑑定評価」は含まれない」

②　取得等する土地の評価は、近隣地域の標準地の価格を基に行うものとし、標準地との個別的要

因の格差を明記した評価調査書を作成する。

【適当】　標準テキスト　用地調査等業務共通仕様書　第１４６条第２項の条文。

３　土地評価に当たっては、あらかじめ、調査区域及びその周辺地域を踏査し、当該区域の公共施

設への接近性を調査するとともに、土地評価に必要となる不動産鑑定士の所在図を作成する。

【不適当】　標準テキスト　用地調査等業務共通仕様書　第１４４条第１号

「当該区域の公共施設への接近性を調査」ではなく、「当該区域の用途的特性を調査」。

「不動産鑑定士の所在図」ではなく、「同一状況地域区分図、取引事例地調査表等」。

４　取引事例比較法に用いる取引事例は、近隣地域又は類似地域において１標準地につき１事例地

を収集し、当該事例地の所在、地番、地目、面積及び取引年月日、取引価格等を整理の上、取引

事例地調査表を作成する。

【不適当】　標準テキスト　用地調査等業務共通仕様書　第１４４条第２号

「１標準地につき１事例地」ではなく、「１標準地につき３事例地程度」

（問 14）補償説明に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

１　補償説明とは、土地等の取得及びこれに伴う損失の補償を行う場合において、当該補償の方針、

用地交渉の方法、その他当該土地等の取得等に関し協力を得るために必要と認められる事項の説

明を行うことをいう。

【適当】　標準テキスト　用地調査等業務共通仕様書　第１４８条の条文。

２　受注者は、補償説明の実施に先立ち、監督職員から当該事業の計画概要、取得等の対象となる

土地等の概要、移転の対象となる建物等の概要、権利者ごとの補償内容、実情及びその他必要と

なる事項について説明を受け、概況を把握する。
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【適当】　標準テキスト　用地調査等業務共通仕様書　第１４９条の条文。

③　権利者に対する説明を実施するときは、事前に連絡を取り、日時、場所及び相手方の人数を確

認し、権利者と同じ人数で面接により行う。

【不適当】　標準テキスト　用地調査等業務共通仕様書　第１５１条第１項

「相手方の人数を確認し、権利者と同じ人数で」ではなく、「２名以上の者を一

組として」

４　受注者は、権利者等が説明を受け付けない、又は発注者の事業計画、補償説明若しくはその他

の事項で意見の相違等があるため理解を得ることが困難であると判断したときは、監督職員にそ

の旨を報告し、指示を受ける。

【適当】　標準テキスト　用地調査等業務共通仕様書　第１５３条第３項の条文。

（問 15）写真台帳に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

①　受注者は、「建物等調査」、「営業調査」、「移転工法案の検討」、「土地評価」、「地盤変動影響調査等」、

「完了図書の作成」及び「阻害要因の調査及び処理方針の作成」に定める調査等と併せて写真を

撮影し、所有者ごとに写真台帳を作成する。

【不適当】　標準テキスト　用地調査等業務共通仕様書　第１９９条第１項

「「土地評価」、「完了図書の作成」及び「阻害要因の調査及び処理方針の作成」」は作成

しない。

２　建物等調査及び営業調査に定める調査等と併せて行う写真撮影は、建物の全景及び建物の主要

な構造部分並びに建物が存在する周囲の状況並びに建物以外の土地に定着する主要な工作物が容

易にわかるものとする。

【適当】　標準テキスト　用地調査等業務共通仕様書　第１９９条第１項第２号の条文。

３　写真台帳には、写真を撮影した付近の建物配置図等の写しを添付し、建物等の番号を付記する

とともに、撮影の位置及び方向並びに写真番号を記入する。

【適当】　標準テキスト　用地調査等業務共通仕様書　第１９９条第２項の条文。

４　写真台帳の作成に当たっては、撮影年月日等の記載事項及び撮影対象物の位置その他必要と認

められる事項を明記し、写真撮影に従事した者の氏名を記載する。

【適当】　標準テキスト　用地調査等業務共通仕様書　第１９９条第３項の条文。
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１．農業土木分野の応用技術・知識を問う問題

〔問１〕わが国におけるかんがいの特質に関する記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．水田かんがいを主体とする農業用水は、わが国の水資源使用総量（取水量ベース）の約 50%

を占める水利用部門である。

２．日本の主要な農業用水の多くは江戸時代に成立しており、一般に河川からの取水開始年代が

都市用水よりも古い。

３．水田かんがい用水は、取水された水のうち多くが還元し、かんがい地区内部あるいは地区間

では反復利用が繰り返される。

４．かんがいでは、面的に広がった耕地に対して用水が供給されるため、地域の水循環に大きな

影響を与え、豊かな水環境を形成するとともに、地域の水質改善や地下水を涵養するなど、

多面的な機能を果たしている。

【正答番号】１

令和 6年度　
農業土木技術管理士第一次資格試験問題と解答

公益社団法人 土地改良測量設計技術協会　技 術 部
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〔問 2〕下図は、水田かんがい用水量の構成を示したものであるが、（Ａ）～（Ｄ）に当てはまる用

語の組合せとして、最も適切なものはどれか。ただし、図中の○－は負となる量であることを

示す。

 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ）

１．純用水量　　　粗用水量　　　損失水量　　　　　　蒸発散量

２．純用水量　　　粗用水量　　　施設管理用水量　　　減水深

３．粗用水量　　　純用水量　　　損失水量　　　　　　減水深

４．粗用水量　　　純用水量　　　施設管理用水量　　　蒸発散量

【正答番号】４

〔問 3〕畑地かんがい計画に関する記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．ほ場容水量は、多量の降雨があった直後の状態の土壌中の水分量である。

２．蒸発散量とは、作物からの蒸散量と土壌表面からの蒸発量を合わせた水量である。

３．計画間断日数は、全容易有効水分量（ＴＲＡＭ）を作物の最大日消費水量で除して、小数点

以下を切り上げて算定する。

４．スプリンクラーかんがいの適用効率は、一般に 50% 程度とされている。

【正答番号】２

〔問４〕農地の排水計画に関する記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．内部流域（排水対象区域の流域）の面積以下の流域面積をもつ河川に排水口を設ける場合の

計画基準外水位は、排水本川の水位記録から外水位を推定して設定する。

２．湛水防除を目的とする場合の計画基準降雨は、湛水が生じる区域に集落が存在し、かつ公共
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施設の被害が解消されない場合は、30 年に１回程度の降雨規模としてよい。

３．計画洪水時排水の計画基準内水位については、受益区域内に湛水を許容する場合には区域内

の最低ほ場面標高に許容湛水深を加えた高さとする。

４．畑地または汎用農地の排水計画における計画基準内水位については、原則として無湛水とす

る。

【正答番号】１

〔問 5〕農地の排水施設に関する記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．電源が簡単に得られ、常時排水を行う場合には、排水機に用いられる原動機の種類は、モー

ターを選定するのが一般的である。

２．放水路とは、受益区域の背後地からの流出水を遮断し、区域内に流入させずに、排水本川に

導く目的で、背後地との境界に設ける開水路のことである。

３．排水路の勾配は、排水区域内の地形や排水口の位置に制約されるが、一般的には最大許容流

速内で急勾配ほど有利である。

４．排水水門の位置は、地区の最低位部であって、基礎地盤が比較的良好な場所を選定する。

【正答番号】２

〔問 6〕開水路の水理計算に関する記述として、最も適切なものはどれか。

１．開水路系の途中の無圧トンネルでは、原則としてマニング公式により水理計算を行う。

２．開水路系の途中の逆サイホンでは、原則としてヘーゼン・ウィリアムス公式により水理計算

を行う。

３．暗渠の出入り口にあるオープントランジション部では、水の流れは射流となる。

４．不等流の水面追跡は、既知の支配断面などを始点として、常流の場合は下流に向かって、射

流の場合は上流に向かって、それぞれ計算を進める。

【正答番号】１

〔問 7〕用水路の水管理方式に関する記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．供給主導型水管理方式の開水路では、管理者による必要量の送水が開始されても末端付近で

分水できるまでに時間を要する。

２．幹線水路は、できるだけ需要主導的な性格の強い水管理ができる必要があり、支線水路を主

体とする配水ブロックでは供給主導型とする場合が多い。

３．需要主導型の水管理方式と供給主導型の水管理方式の接合点には、調整機能を有する調整池

などを設ける必要がある。

４．開水路の途中のチェックゲートで下流側水位を一定に制御すると、需要主導型の水管理とな

【正答番号】２
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〔問 8〕パイプラインの水理設計に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．通常、パイプラインの口径を決定するための設計流量は、経済性を考慮し、最多頻度流量を

用いる。

２．自然圧式パイプラインの設計水圧は、静水圧に、通水停止時に発生する水撃圧を加えたもの

である。

３．パイプラインの使用管種は、必要な水理条件、構造条件および施工条件を満足し、経済性に

優れたものを選定する。

４．パイプラインの設計流速は、浮遊土砂の沈殿を避けるために最小流速が、また、管内面の摩

耗を避けるために最大流速が、それぞれ定められている。

【正答番号】１

〔問 9〕農業用ダムに関する記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．ダムの築造地点は、谷幅が狭まり、堤体積が少なくてすむ地形がよい。

２．ダムの堆砂容量は、原則として 100 年間の堆砂量を推定して定める。

３． 一般にフィルダムは、コンクリートダムに比べて地盤に与える負荷が大きい。

４．ダムの高さは、堤頂から基礎地盤面までの鉛直距離をいい、堤高ともいう。

【正答番号】３

〔問 10〕ため池の堤体改修の形式（堤体断面）に関する記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．均一型は、堤体の全断面で遮水する形式、または堤体の最大断面で均一の材料の占める割合

が 50% 以上の形式である。

２．ゾーン型は、土質材料が遮水性材料と半透水性または透水性材料からなる形式で、遮水性ゾー

ンを堤体中心に設けるものや、下流側に傾斜して設けるものがある。

３．表面遮水壁型は、堤体が透水性または半透水性材料からなり、堤体の上・下流面を遮水シー

トやアスファルト舗装により遮水する形式である。

４．堤体グラウト型は、堤体が透水性または半透水性材料からなり、堤体の中心部にグラウトを

施工して遮水する形式である。

【正答番号】４

〔問 11〕調整池の計画に関する記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．調整池は、流量又は水位の時間的変動に対して水利機能を弾力的に調整するため水路組織中

に設置されるものである。

２．調整池は用水計画上必要な施設であり、計画基準年を上回る洪水に対する一時貯留効果をも

つ排水計画上の遊水池としての機能をもたせることはできない。

３．畑地かんがいにおけるファームポンドのほか、水田においても、配水系パイプラインを中心

として、水需要の変動に対応する調整池の必要性が高まっている。
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４．調整池の位置は、水路の立地条件、受益地との水位関係などを考慮して検討するが、既存の

ため池を調整池として利用し水路に連絡することもある。

【正答番号】２

〔問 12〕頭首工の計画設計に関する記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．取入口は、蛇行河川の湾曲部凹岸側の頂点直下流付近の、みお筋が最も岸に接近するところ

に設けることが望ましい。

２．フローティング型の取水堰は、堰体基礎面のヒービングおよび越流水による下流河床洗堀に

対して対策を十分に検討する必要がある。

３．仮締切り基準流量は、施工期間が非洪水期となるので、この期間中に流出する過去 10 年の

流量記録の第 2～ 3 位の洪水量とするのが一般的である。

４．頭首工の重要度区分は、ＡＡ種、Ａ種、Ｂ種とし、重要度区分ＡＡ種ではレベル２地震動に

対して、耐震性能としては「限定された損傷にとどめる」ことが求められる。

【正答番号】２

〔問 13〕農道に関する記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．アスファルト舗装農道の断面構成は一般に、路面から下方向に表層、基層、路盤、路床で構

成され、そのうち表層と基層の部分を総称して舗装という。

２．路床の支持力評価には一般に、アスファルト舗装では平板載荷試験から得られる支持力係数

K値が用いられ、コンクリート舗装では CBR 試験から得られる CBR 値が用いられる。

３．路床材料としては、設計 CBR が 3 以下の土が望ましく、有機質土やベントナイトなど吸水・

圧縮性が大きく、せん断強さの低い土は使用してはならない。

４．簡易舗装農道とは、交通量の少ない道路を対象とした、3 ～ 4㎝程度の表層と路盤と路床か

ら構成される簡易な構造の舗装農道をいう。

【正答番号】４

〔問 14〕水田のほ場整備における区画計画に関する記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１． 一般に耕区の長辺は等高線に平行、短辺は直角にとることが経済的で、長辺長は地形勾配に

よって制約される。

２．耕起などのトラクタの機械の作業効率は、旋回が少なくなる長短辺比が大きいほど高くなる。

３．生産資材の補給や収穫物の搬出を伴う機械作業の場合は、連続して走行可能な距離が耕区の

長辺長を決定するうえで影響する。

４．地区内において、大規模経営体と零細な自作農家が混在する場合は、大規模経営向けの大区

画、零細自作農家向けの小区画などの耕区の区別が必要となる。

【正答番号】１
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〔問 15〕水田のほ場整備計画に関する記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．用水路を開水路にする場合は、コンクリート二次製品を使うことが多く、用水路の底高と田

面との高低差への配慮が必要である。

２．用水路を管水路にする場合の一般的な利点は、ほ場の上下流の位置による取水の優劣が解消

できる、潰れ地が少なくて済む、用水量が全体的に節約できるなどである。

３．管水路の水口の位置は、開水路と同様に、小用水路水位と田面との落差が最大となる辺の上

流側に設けることが有利である。

４．地下かんがいとは、地下水位を上昇させ、毛管上昇作用によって、作土層に給水するかんが

い方式である。

【正答番号】３

〔問 16〕換地に関する記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．土地の所有者の申出または同意によっては、従前の土地に対して換地を定めない不換地を行

うことができる。

２．創設換地とは、対応する従前の土地がないのに、換地を定めることをいう。創設換地の用途

が非農用地であるものを創設非農用地換地という。

３．担い手への利用集積が既に行われている場合は、できる限り担い手の換地予定地の隣に換地

するか、同一の担い手の利用権設定地同士を集団化することが望ましい。

４．換地処分を伴うほ場整備では、換地処分が確定するまでの間はトラブルを防止するため、工

事が完了した場合であっても農業利用はできない。

【正答番号】４

〔問 17〕水食防止の原則とその方法に関する記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．水食を防止するためには、雨水の地下浸透を抑制し、地表流出水を促進する。

２．水食を防止するためには、集中する水を安全に流下させるように、排水路網を整備する。

３．水食を防止するためには、地表流出水の流速を大きくし、迅速に雨水を地区外に排出する。

４．営農面で水食を防止することは難しいことから、水食防止を行う計画は土木面で立てる。

【正答番号】２

〔問 18〕地すべり防止対策工法およびその選定に関する記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．工法には、地すべり活動を促す要因を除去・軽減することによって間接的に安定させる抑止

工と、地すべりに対する抵抗力を付加することによって安定させる抑制工がある。

２．地すべりを長期的に安定させるため、基本的には、抑止工を中心に対策を講じる。

３．人家、公共施設が存在するなど、地すべり活動を緊急かつ確実に停止させる必要がある場合

は抑制工を採用するが、この場合でも、抑止工の併用が望ましい。

４．地すべりが活発な場合は、抑制工で活動を沈静化させ、さらに抑止工で確実に停止させる。
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【正答番号】４

〔問 19〕ため池の取水施設の設計に関する記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．斜樋の通水断面は取水孔断面の２倍程度とする。また、斜樋に緊急放流の機能を持たせる場

合でも、斜樋の通水断面は取水孔断面の２倍程度を限度とする。

２．底樋の設計では、原則として、地盤が軟弱な場所や、液状化の可能性がある場所を避け、十

分な支持力が期待できない場合には、置換、地盤改良などの処理を施す。

３．斜樋を堤体に設置する場合は、漏水等を避けるため、目地などは設置しないことを原則と

する。

４．複数の底樋がある場合は、統廃合は極力避ける。

【正答番号】２

〔問 20〕農村環境に関する記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．農村自然環境は、原生林に代表される原生自然に対して、人手による管理を必要としない二

次的自然である。

２．環境との調和に配慮する対策にあたっては、回避、最小化、美化、影響の軽減 /除去、およ

び代償のミティゲーション５原則により実施することを基本とする。

３．農業集落排水施設から発生する汚泥には窒素、リンをはじめ農業生産への有効成分が少ない

ので農地への還元には不向きである。

４．肥料、家畜ふん尿、農薬などによる湖沼水質への影響、化石エネルギーなどの多用により農

業は環境に影響を及ぼしている。

【正答番号】４

〔問 21〕農村自然環境保全に関する記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．水路の落差工や急流工等に設置される小規模な魚道の設計流速は、小流量時の流速が遊泳能

力以下であれば、大流量時の流速は遊泳能力を超えても差し支えない。

２．段階的に生息・生育環境を確保していく順応的管理を水路の設計に取り入れることは、手戻

りを生じることなどから経済性や維持管理の面から有効でない場合が多い。

３．水路や農道などにある樹林帯などの緑地は、動物の休息や繁殖などの場として利用されるだ

けでなく、移動経路としての役割も果たしている。

４．自然界の水には生物由来のＤＮＡが含まれている。これを環境ホルモンという。この環境ホ

ルモンを分析することで、水域に生息する生物の種類や、保全対象種などターゲットとする

種の生息の有無を知ることができる。

【正答番号】３
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〔問 22〕ポンプに関する記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．軸流ポンプは、羽根車の回転による遠心力によって揚水し、水は軸方向から流入し軸方向に

流出する。一般的に低揚程でかつ大水量のためのポンプとして使用される。

２．斜流ポンプは、羽根車の回転による遠心力によって揚水し、水はポンプ軸に対して斜め方向

から流入し、斜め方向に流出する。性能は軸流ポンプと渦巻きポンプの中間的なものである。

３．渦巻ポンプは、羽根車の回転による遠心力によって揚水し、水は羽根車に直角あるいはいく

らか斜めの方向から流入し、羽根車に入った後、軸直角方向に向きを変えて羽根車から流出

する。

４．立軸ポンプは吸込管損失がないため、その実揚程は、全揚程に吐出し管損失水頭と流出損失

水頭を加えたものである。

【正答番号】３

〔問 23〕ポンプ場の洪水、高潮、津波等に対する対策に関する記述のうち、最も不適切なものはど

れか。

１．建屋構造は、鉄筋・鉄骨鉄筋コンクリート造とする。

２．立軸ポンプの採用が効果的である。

３．電気室、操作室、自家用発電機室は、二階以上に配置する。

４．資機材搬入口は、内開きの鉄扉とする。

【正答番号】４

〔問 24〕地下水の賦存形態に関する記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．制限層（あるいは加圧層）の上下の帯水層で急激な揚水があると、帯水層中の水の移動だけ

では水が補給できず、制限層中の地下水が絞り出されて地盤沈下が発生する。

２．地表に近い地下水は不飽和部の土壌を通じて大気と接し、地表からの浸透水の影響を受けて

自由地下水面を形成する。この水面が上部境界となる帯水層を被圧帯水層という。

３．帯水層の上部に半透水層や難透水層がある場合、帯水層の地下水は水面形を形成することが

できない。このような帯水層を不圧帯水層という。

４．不圧帯水層に井戸を掘ると、地下水は井戸から自噴する。

【正答番号】１

〔問 25〕再生可能エネルギーに関する記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．2022 年度現在、我が国の再生可能エネルギーによる年間総発電電力量は、大きい順に水力、

太陽光、バイオマス、風力、地熱となっている。

２．「エネルギー基本計画」（令和 3 年閣議決定）における 2030 年度のエネルギー需給の見通し

では、我が国の年間総発電電力量のうち、再生可能エネルギーは 1/3 以上を占める。

３．太陽光、風力などの自然エネルギーは、相対的に、施設依存型（イニシャルコスト重視）で
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あり、バイオマスは管理依存型（ランニングコスト重視）となる。

４．農村における再生可能エネルギーの利用は、小規模分散型が一般的で、需要の一部を補助的

にまかなう計画になる場合が多い。

【正答番号】１

〔問 26〕 流量 2.0㎥ /s、有効落差 10.0m の農業用管水路地点で発電効率 0.8 の小水力発電を行うとし

たとき、発電出力として最も適切なものはどれか。

１．16.0 k Ｗ

２．25.0 k Ｗ

３．156.8 k Ｗ

４．245.0 k Ｗ

【正答番号】３

〔問 27〕水資源管理に関する記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．水資源開発計画では、確率渇水年の考え方が用いられ、我が国では、おおむね 20 年に 1 回

程度生じると予測される渇水年を計画基準年としている。

２．地下水ダムは、帯水層そのものに直接働きかけて地下水の貯留と流出制御を行い、地下水の

より安定的な利用を図るものである。

３．開水路系で生じる自然損失の抑制には水路のライニング、調整池の配置などが、管理損失の

抑制には水路管理の自動化、水管理の集約化などの方法がある。

４．農業用水を再利用する方法には、高い農地からの排水を低い農地で利用する循環かんがい

と、ポンプを用いて排水を高所の農地に導水し利用する反復かんがいがある。

【正答番号】２

〔問 28〕農業水利施設の機能診断調査に関する記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．機能診断基本調査では、主として目視で調査する。目視調査では、施設に発生しているひび

割れ、骨材露出、たわみや変形などを確認する。

２．漏水の有無は現地で目視確認できないことがあるため、地元農家への聞き取りなども重要と

なる。

３．コンクリート構造物では、リバウンドハンマーを用いた圧縮強度の推定、ドリル法による被

りコンクリートの中性化深さの確認などを行う。

４．赤外線サーモグラフィ、電磁波レーダなどの非破壊調査手法には、対象とした変状の物性や

測定条件により、検出精度が落ちることがないという長所がある。

【正答番号】４
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〔問 29〕鉄筋コンクリート構造物の健全度指標に関する記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．健全度指標 S－１は、近い将来に施設機能が失われる、または著しく低下するリスクが高い

状態で、補強を伴う工事により対策が必要である。

２．健全度指標 S－２は、コンクリートや鉄筋断面が一部で欠損しているなど、施設の構造的安

定性に影響を及ぼす変状が認められる状態である。

３．健全度指標 S－３は、鉄筋に達するひび割れが生じている。あるいは、摩耗により、骨材の

脱落が生じているなど、変状が顕著に認められる状態である。

４．健全度指標 S－４は、コンクリートに軽微なひび割れの発生や摩耗が生じている状態で、要

観察を対策の目安とする。

【正答番号】１

〔問 30〕コンクリート構造物の主な劣化機構に関する記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．中性化とは、大気中の二酸化炭素がコンクリート内に進入し、セメント水和物と炭酸化反応

を起こしてコンクリート空隙中の水分の pHを上昇させる現象である。

２．アルカリシリカ反応とは、セメント中に含まれる反応性のシリカ鉱物がコンクリート内のア

ルカリ性水溶液と反応して、アルカリシリカゲルを生成する現象である。

３．塩害とは、塩化物イオンによりコンクリート中の鋼材の腐食が促進される現象で、コンク

リートのひび割れやはく離が引き起こされる。

４．化学的浸食とは、アルカリ性物質や硫酸イオンとの接触によりセメント水和物が変質あるい

は分解して結合能力を失う現象である。

【正答番号】３

〔問 31〕施工技術計画や仮設計画に関する記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．施工段階においては設計図書の内容が同じでも、工事費が同じにならないことがある。

２．仮設計画の全部または一部について、請負者の自主的な施工手段に委ね、契約条件として明

示しないものは、一般的には請負代金の変更対象となる。

３．仮設計画の作成は、計画・設計段階で施工方法・期間、施工設備容量および施工のための諸

条件を明確にして正確な積算を行うための手段である。

４．現場条件などの施工条件によって仮設計画が大幅に変更されることが見込まれる場合には、

任意仮設とし契約上特定しない。

【正答番号】１

〔問 32〕工程管理におけるネットワーク式工程表に関する記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．工事開始から完了に至るいろいろな経路のうち、最も時間の短い経路をクリティカルパスと

いう。

２．作業相互間の関連性が的確に把握でき、資源の有効活用を図れる計画が作成できる。
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３．作業を矢線で表し、その矢線の両端は作業の開始及び終了を意味する○印で表し、矢線の上

部に作業名、下部に所要日数を記入する。

４．工事を構成している個々の作業に分解し、これら作業の関係を図式モデル化した工程表であ

る。

【正答番号】１

〔問 33〕請負工事費の積算に関する記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．直接工事費は、純工事費と共通仮設費の合計である。

２．間接工事費は、現場管理費と一般管理費の合計である。

３．工事原価は、直接工事費と間接工事費の合計である。

４．工事価格は、工事原価と消費税相当額の合計である。

合計されて請負工事費となる。（農業農村工学必携 P 323 図 3.1）

【正答番号】３

〔問 34〕農道の路体盛土 630㎥（締め固めた状態の土量）を行うために、全量を工区内の地山（自

然状態での土量）から掘削して流用する場合、運搬量（掘り緩めた状態での土量）として最

も適切なものはどれか。

　ただし、土質は砂質土とし、掘り緩めた状態の土量換算係数は L＝ 1.20、締め固めた状態

の土量換算係数はＣ＝ 0.90 である。　　

１．470㎥

２．700㎥

３．760㎥

４．840㎥

【正答番号】４

２．農業土木分野の基礎技術・知識を問う問題

〔問 35〕水文に関する記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．面積降水量は、多数の地点降水量やレーダ雨量計の観測結果、河川流出量などのデータから

推定される。

２．ハイドログラフは、流量の時間的変化を示す図で、直接流出と基底流出に分離することが多い。

３．洪水時の降水量のうち直接流出する分を損失雨量といい、直接流出しない分を有効降雨とい

う。

４．貯留関数モデルは流域を 1段タンクに見立て、降水はタンクに一時的に貯留され、流出量は

貯留量に依存して変化するというモデルである。
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【正答番号】３

〔問 36〕流域面積 2,250ha に激しい雨が降り、その降雨強度（洪水到達時間内の平均降雨強度）は

40mm/h、ピーク流出率は 0.4 であった。合理式（ラショナル式）により求めた洪水のピーク

流量として、適切なものはどれか。

ただし、合理式は　Ｑ＝
1
3.6
×ｆ×ｒ×Ａ

　　　　　　　　ｆはピーク流出率、ｒは洪水到達時間内の平均降雨強度、Ａは流域面積

１．10,000 m3/s

２．1,000 m3/s

３．100 m3/s

４．10 m3/s

【正答番号】３

〔問 37〕次の文は流れの分類に関する記述である。（Ａ）～（Ｃ）に当てはまる用語の組合せとして、

最も適切なものはどれか。

   各点で流速・圧力などが時間的に変化しない流れを（Ａ）、変化する流れを（Ｂ）という。（Ａ）

のうち、流速・通水断面が場所的に変化しない流れを（Ｃ）という。

  （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

１． 常流　　　　射流　　　　　等流

２． 等流　　　　不等流　　　　定常流

３． 定常流　　　非定常流　　　等流

４． 定常流　　　非定常流　　　常流

【正答番号】３

〔問 38〕図のように、一様な台形断面の水路を一定の水深で水が流れているとき、求められる平均

流速（Ｖ）として、最も適切なものはどれか。

　ただし、マニング平均流速公式は以下のとおりである。

  Ｖ＝１／ｎ×Ｒ 2/3 ×Ｉ 1/2     

  ここに、Ｒは径深、水面勾配Ｉ＝ 1/2500、底面及び側面の粗度係数ｎ＝ 0.02、水路底面幅

Ｂ＝ 1ｍ、水路法面勾配（垂直距離：水平距離）＝ 1：2、水深Ｈ＝ 2ｍである。

  なお、計算数値として必要な値は、次の表－１、表－２から適切なものを選ぶこと。
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１．0.8 m/s

２．1.0 m/s

３．1.2 m/s

４．1.4 m/s

【正答番号】２

〔問 39〕水が管内を充満して流れる管水路の水理に関する次の記述のうち、最も不適切なものはど

れか。

１．管水路の平均流速公式には、シェジーの式、マニングの式、ヘーゼン・ウィリアムスの式が

ある。

２．末端かんがい配水管のように管水路が結合して一つの配水系をなしている管水路系を、管網

あるいは管路網という。

３．管水路で連結された複数の貯水槽で、弁などの操作により、各水槽の流入量や流出量を変更

したり遮断したりしたとき、水槽水面が揺動する現象を、サージングという。

４．管水路において弁の開閉あるいはポンプの始動・停止を行うと、管内の流れが変化し、圧力

が上下する現象を、キャビテーションという。

【正答番号】４

〔問 40〕軟弱地盤に関する記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．軟弱粘性土地盤は、含水比が高く、圧縮指数が小さいため、圧密沈下を起こしやすい。

２．軟弱地盤は海成のものと陸成のものがあり、陸成軟弱地盤は、おぼれ谷埋積地、後背湿地、

丘陵や台地間の谷底平野、旧河道などに分布している。

３．軟弱地盤の調査は予備調査と本調査に分けられ、予備調査では現地踏査の精度を上げるため

近年では弾性波探査などの物理探査が多用されるようになった。

４．軟弱地盤対策工法は、基礎や構造物そのものを工夫する方法と地盤の土質を安定させる方法

の２つに大別され、ケーソン基礎工法は後者の典型的な対策工法である。
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【正答番号】３

〔問 41〕土のせん断特性に関する記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．乾燥砂のせん断変形においては、密な砂ではせん断中に体積が増加するが、緩い砂では体積

が減少する。このような体積変化の特性をコンシステンシーという。

２．粘性土のせん断変形においては、間隙水の排水に時間を要し、その排水条件によってせん断

抵抗の大きさが異なる。

３．非圧密非排水試験（UU）は、粘土地盤上に盛土荷重そのほかにより比較的急速に荷重が作

用する場合のような短期的安定問題の解析に適用される。

４．圧密非排水試験（CU）は、粘土地盤をプレローディング工法などにより圧密強化し、これに

比較的急激な載荷をするときのように、圧密による強度増加を問題にする場合に適用される。

【正答番号】１

〔問 42〕液状化に関する記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．液状化は、不飽和な砂が地震動によってより密に詰まろうとするのを間隙水が阻止するため、

間隙水圧が低下し、有効応力が低下することによって起こる。

２．粘性土では一般的に砂に比べて液状化は起こりにくい。

３．上昇浸透流によるボイリングやクイックサンド現象も液状化の一種とする場合もあるが、通

常液状化は振動に起因した現象に限定される。

４．液状化を簡易判定する一般的な方法としては、「粒度とＮ値による方法」と「FL 値法」がある。

【正答番号】１

〔問 43〕コンクリート二次製品に関する記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．工場で一貫した管理のもとに製作され、施工現場での天候の影響を受けにくいため、安定し

た品質が得られる。

２．部材の大小にかかわらず、施工に制限を受けない。

３．施工現場での作業が大幅に簡略化でき、型枠工や養生などが不要となることから、工期の短

縮や安全確保に有効である。

４．コンクリート二次製品の工場におけるコンクリートの締固め方法や養生方法は、一般の現場

打ちコンクリートと大きく異なる。

【正答番号】２

〔問 44〕コンクリートの性質に関する記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．エントラップトエアは、ＡＥ減水剤などでコンクリート中に生成される微細な独立した気泡

であり、ワーカビリティーと耐凍害性の改善に効果がある。

２．硬化コンクリートは、化学的な作用に対する耐凍害性、耐摩耗性などの耐久性、物理的な作
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用に対する耐酸性、中性化抵抗性などの耐久性を備える必要がある。

３．コンクリートの強度は水セメント比に深く関係し、セメント量を多くしても必ずしも強度は

大きくならない。

４．スランプが大きいコンクリートほどブリーディングが少なくなり、粗骨材がモルタルから分

離する傾向が著しくなる。

【正答番号】３

〔問 45〕下図に示す２つの集中荷重を受ける単純梁のＣＤ間に生じるせん断力の大きさとして、適

切なものはどれか。

１． １ｋＮ

２． ２ｋＮ

３． ３ｋＮ

４． ６ｋＮ

【正答番号】２
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〔問 46〕自由端からａの距離に集中荷重 Pを受ける長さＬの片持ち梁の曲げモーメント図のうち、

最も適切なものはどれか。ただし、梁の自重はないものとする。

　　　　　　　

【正答番号】４

〔問 47〕構造力学に関する記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．外力は荷重と支点反力に分類され、支点反力は荷重と釣合いを保つために支点において反作

用として生じる力である。

２．構造物の部材断面に作用する応力の断面図心に関する合力および合モーメントを断面力とい

う。

３．直線部材どうしを剛結して形成される四角形骨組を基本とした骨組構造をトラスという。

４．梁とは、細長い棒状の部材をいくつかの支点で支えたもので、軸直交成分をもつ外力に対し

て、曲げにより抵抗する構造をいう。

【正答番号】３

１．

２．

３．

４．
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〔問 48〕路線測量に関する記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．路線測量とは、道路、水路など狭長な地域に作られる施設の設計、施工のための測量である。

２．路線測量の細分は作業計画、線形決定、中心線測量、仮ＢＭ設置測量、縦横断測量、詳細測

量、用地幅杭設置測量などである。

３．道路、水路の中心線測量では、一般的に中心点を 20 ｍ間隔に設置する。

４．仮ＢＭ設置測量は平地では 2級水準測量、山地では 3級水準測量により行うものとし、仮Ｂ

Ｍは 0.5 ｋｍを標準間隔に設置を行う。

【正答番号】４

〔問 49〕地理情報システムに関する記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．地理情報システムは、人工衛星や航空機などに搭載された観測装置により、地表面を観測す

るシステムである。

２．複数のレイヤを重ね合わせ、各レイヤの点、線、面の幾何要素間で演算処理を行うことをプ

ロジェクションマッピングという。

３．農地を登記簿や農地台帳などと紐づけ、地理情報システムに重ねる場合の留意点は、ID・コー

ドなど共通キーの設定、プライバシーやセキュリティーの確保およびデータの更新などが挙

げられる。

４．リモートセンシングによって得られた情報は地理情報システム上では一般的にベクタデータ

というデータモデルとして扱われる。

【正答番号】３

〔問 50〕微分積分に関する記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．Y＝４X３＋６　を微分すると  Ý ＝１２X２＋６ である。

２．Y＝１２X２　を積分すると ∫ Y dx ＝４X３＋Ｃ　Ｃは常数である。

３．∫３
１        １２X

２dx ＝（４×３３）－（４×１３） である。

４．∫３
１        １３X

３dx ＝－∫３
１        １３X

３dx　である。

【正答番号】１

〔問 51〕土地改良法に関する記述として、最も不適切なものはどれか。

１．土地改良事業の実施に関する手続法として、事業を実施するために必要な手続きなどの規定

が定められている。

２．土地改良事業の実施に伴い必要となる権利関係の調整に関する法律として、ほ場の区画整理

などに伴う換地処分などについての規定が定められている。

３．土地改良事業の実施主体である土地改良区の組織運営に関する団体法として、土地改良区の

存立の基礎となる規定などが定められている。

４．国有財産法の特例法として、国営土地改良事業により造成された施設は受益者のための施設
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であることから、管理及び処分は当該都道府県知事が行うことと定められている。

【正答番号】４

〔問 52〕土地改良事業の実施手続きに関する記述として、最も適切なものはどれか。

１．土地改良施設の更新事業のうち、技術革新などに起因する機能向上を伴うものには、事業参

加資格者の３分の２以上の同意に代え、土地改良区の総（代）会の議決で事業の実施が可能

な場合がある。

２．土地改良事業計画が確定した後、当該土地改良事業に同意しなかった受益農業者を強制的に

事業に参加させることはできない。

３．ため池等の農業用用排水施設の耐震化又は豪雨対策について、農業者からの申請によらず、

地方公共団体又は土地改良区が、農業者の費用負担や同意を求めずに事業を実施できる。

４．土地改良施設の突発事故対応について、農業者からの申請によらず、地方公共団体又は土地

改良区が、災害復旧事業と同一の手続で事業を実施できる。

【正答番号】１

〔問 53〕農業用ため池の管理及び保全に関する法律で規定される「特定農業用ため池」に関する記

述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．決壊した場合の浸水区域内に住宅等があり、居住者等の避難が困難となるおそれのあるため

池を「特定農業用ため池」という。

２．堤体の掘削等の形状変更行為が知事の許可制となり、ため池の改良・廃止といった防災工事

を実施する際、所有者等は計画の届出が必要である。

３．都道府県知事はハザードマップの作成等の避難対策を実施するとともに、必要に応じてため

池の施設管理権を取得可能である。

４．都道府県知事は必要な防災工事が実施されない場合に、所有者等へ防災工事の施行命令を出

すことができ、必要に応じて防災工事の代執行が可能である。

【正答番号】３

３．業務関連法制度等の知識を問う問題

〔問 54〕土地改良長期計画（令和 3年 3 月 23 日閣議決定）の政策目標に関する記述のうち、最も不

適切なものはどれか。

１．担い手への農地の集積・集約化や生産コストの削減を図る農地の大区画化等の基盤整備を推

進する。

２．水田は産地形成を通じた産地収益力強化のために汎用化や畑地化を推進し野菜や果樹などの

高収益作物に転換するとともに、畑地、樹園地は景観や生物多様性に配慮した林地化を図る。
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３．防災重点農業用ため池にかかる劣化状況評価、地震・豪雨耐性評価、防災工事の集中的かつ

計画的な推進を図る。

４．ロボットや ICT 等も活用した施設の計画的かつ効率的な補修・更新等による戦略的な保全

管理の徹底、柔軟な水管理を可能とする整備等を推進する。

【正答番号】２

〔問 55〕我が国の農業の動向に関する記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．令和 3 年の農業総産出額は 8.8 兆円であり、部門別にみると畜産の産出額が 3.4 兆円で最も

多い。

２．基幹的農業従事者数は減少傾向で推移しており、令和 4年は全体で 122 万 6 千人、平均年齢

は 68.4 歳である。

３．令和 3 年度の担い手への農地集積率は、58.9％であり、地域別にみると北海道では 9 割を超

えている。

４．令和 3年 3 月末時点で、水田面積全体に対して、50a 以上の大区画整備済み面積は 47％、暗

渠排水の設置等により汎用化された水田面積は 12％となっている。

【正答番号】４

〔問 56〕次の文は、農業農村工学会が定めている「農業農村工学に係わる技術者の倫理規程」に関

する記述である。（Ａ）～（Ｃ）に当てはまる用語の組合せとして、最も適切なものはどれか。

　農業農村工学に係わる技術者は、技術専門職としての業務を遂行するにあたり、農業農村工

学に係わる技術が人類の持続可能な（Ａ）の維持形成に密接に関連することを深く認識すると

ともに、自らの良心に従う自律ある行動が、（Ｂ）とその成果の（Ｃ）に不可欠であることを

自覚し、以下に定める項目を尊重しなければならない。

  （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

１．生存基盤　　　　技術の研鑽　　　　公平性の確保

２．生存基盤　　　　技術の発展　　　　社会への還元

３．経済基盤　　　　技術の研鑽　　　　社会への還元

４．経済基盤　　　　技術の発展　　　　公平性の確保

【正答番号】２

〔問 57〕農業土木技術管理士に関する記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．農業土木技術管理士は、農林水産省より発注される設計業務の管理技術者になることはでき

るが、照査技術者になることはできない。

２．農業土木技術管理士は、常に技術知識及び水準を向上させ、その資質向上に努めなければな
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らない。

３．農業土木技術管理士は、正当な理由がなく農業土木技術管理士の業務に関し知り得た秘密を

他に漏らし、又は盗用するなど不正行為をした場合、登録が取り消されることがある。

４．農業土木技術管理士は、住所、氏名、所属機関の名称、所在地等の変更の届出を怠った場合

は、登録が取り消されることがある。

【正答番号】１

〔問 58〕農林水産省が定める業務請負契約書に関する記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．照査技術者を管理技術者が兼ねる場合は、書面にて申し出を行い、発注者の承諾を得なけれ

ばならない。

２．受注者が発注者の承諾を得て行うことができる再委託業務は、原則として請負代金額に占め

る再委託金額の割合が 50％以内の業務である。

３．管理技術者は、業務の管理および統括を行うほか、請負代金額および履行期間の変更の権限

を有する。

４．受注者が調査のために第三者が所有する土地に立ち入る場合において、当該土地の所有者等

の承諾が必要なときは、受注者が承諾を得るものとする。

【正答番号】２

〔問 59〕農林水産省が定める設計業務共通仕様書に関する記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．受注者は、特別仕様書に定めがある場合を除き、契約締結後 14 日以内に設計業務等に着手

しなければならない。

２．特別仕様書、図面又は共通仕様書の間に相違がある場合、特別仕様書が優先される。

３．情報共有システムを用いて作成および提出等を行った帳票については、別途紙に出力して提

出するものとする。

４．受注者は、設計業務等が完了した場合には、設計図書に示す成果物を提出し、検査を受けた

後、完了通知書を提出しなければならない。

【正答番号】１

〔問 60〕「公共工事の品質確保の促進に関する法律」（令和元年６月改正）に関する記述のうち、最

も不適切なものはどれか。

１．令和元年の改正の背景となる主な事項は、災害時の緊急対応の充実強化、働き方改革への対

応、生産性向上への取組、調査・設計の品質確保である。

２．公共工事の品質確保に当たっては、調査等、施工及び維持管理の各段階における情報通信技

術の活用等を通じて、その生産性の向上が図られるように配慮されなければならない。

３．発注者は、災害応急対応又は緊急性が高い災害復旧に関する工事等にあっては随意契約を、

その他の災害復旧に関する工事等にあっては一般競争入札を活用する等緊急性に応じた適切
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な入札及び契約の方法を選択するように努めなければならない。

４．発注者は、競争に参加しようとする者について、工事及び調査等の経験、施工状況等の評価、

配置予定技術者の技術的能力に関する事項を審査しなければならない。

【正答番号】３
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会計検査の動向

１　はじめに

　この時期は、11 月上旬に令和５年度検査報告

を終えたばかりですが、10 月頃から既に６年度

を対象とした７年次検査が始まっています。新年

次の検査ではありますが、近年の検査の事例や着

眼点などを踏まえる傾向がありますので、今回も

令和４年度検査報告から、農業土木においても参

考になると思われる国土交通省関係の指摘事例を

６事例紹介します。

２　台形の面積計算を誤り数量過大

　この交付金事業（Ａ振興特別推進交付金）は、

地域の伝統芸能の保存継承及び観光誘客を図る

ために、Ｂ村が令和３年度に、Ｂ村字Ｃ地区に

おいて、観光交流施設（鉄筋コンクリート造２

階建て）の整備として、建築工事、電気設備工

事等を事業費 312,070,000 円（交付対象事業費

246,344,000 円）で実施したものであり、このう

ち建築工事については工事費 222,860,000 円（同

180,481,000 円）となっています。

　本件建築工事のうち、施設の屋上の防水工は、

コンクリート直均し仕上げの上、ウレタン塗膜防

水等を行うものです。

　同村は、本件建築工事の設計を設計コンサルタ

ントに委託して、数量調書等の成果品の提出を受

けており、この成果品に基づくなどして、本件建

築工事の予定価格に係る設計数量を算出していま

す。そして、ウレタン塗膜防水の設計数量につい

ては、屋上全体を平面部分と立ち上がり部分と

に分割して算出し、平面部分の 859㎡と立ち上が

り部分の 23.1㎡とを足し合わせることにより、計

882㎡としていました。

　しかし、この設計数量のうち、平面部分の 859

㎡は、その形状が台形であることから、北西側の

一辺の長さ 14.02 ｍ（上底）に南東側の一辺の長

さ 17.24 ｍ（下底）を加えた 31.26 ｍに北西側か

ら南東側までの長さ 26.41 ｍ（高さ）を乗じて得

た 826㎡に、２分の１を乗ずるなどして算出すべ

きところ、誤って２分の１を乗ずるなどすること

なく算出していたものであり、適正な設計数量で

ある 409㎡に対して、450㎡過大となっていまし

た。なお、立ち上がり部分の 23.1㎡には一部計上

漏れがあり、適正な設計数量である 33㎡に対し

て 9.9㎡過小となっていました（参考図参照）。

　このため、前記ウレタン塗膜防水の設計数量

882㎡は、過小に算出されていた立ち上がり部分

の面積を考慮しても、適正な設計数量 442㎡に対

して 440㎡過大となっていました。このほか、上

記屋上の平面部分の設計数量が過大になっていた

ことにより、コンクリート直均し仕上げの設計数

量についても 450㎡過大となっていました。

　したがって、適正な設計数量に基づいて本件建

築工事費を修正計算すると、219,157,993 円とな

ることから、本件契約額 222,860,000 円はこれに

比べて 3,702,007 円割高となっており、これに係

会 計 検 査

一般財団法人 経済調査会　参　与　芳　賀　昭　彦
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る交付金相当額 2,939,062 円が不当と指摘されま

した。

　このような事態が生じていたのは、同村におい

て本件建築工事の予定価格の算定に当たり、委託

した業務の成果品における設計数量の確認が十分

でなかったこと、Ｄ県において実績報告書等の審

査及び同村に対する指導が十分でなかったことな

どによるとされています。

３　標準図の選定や配筋図の作成を誤っていた

　（２件）

　Ａ市の防災・安全交付金事業（下水道）及びＢ

町の社会資本整備総合交付金事業（下水道）は、

雨水を河川に排水するなどのために、２県２市町

が、令和元年度から３年度までの間に、Ａ市Ｈ地

内及びＢ町Ｏ地内において、集水桝、ボックスカ

ルバート、側溝等の築造等を事業費計 104,517 千

円（交付金計 50,892 千円）で実施したものです。

　このうち集水桝は、道路下を横断するボックス

カルバートの接続部等に設置するもので、Ａ市は

現場打ち無筋コンクリート造の集水桝４基の築造

を、Ｂ町は現場打ち鉄筋コンクリート造の集水桝

５基と現場打ち無筋コンクリート造の集水桝３基

の計８基の築造を、それぞれ実施しています（参

考図参照）。

　これらの集水桝の設計について、Ａ市は「建設

施設の断面図

(北西側)
14.02　m

26.41　m

17.24　m

立ち上がり部分：適正な設計数量は　33　m　2
(ウレタン塗膜防水のみ)

一部を計上せずに　23.1　m　2　と算出し
ていた。【9.9　m　2　過小】

…平面部分
(コンクリート直均し仕上げの上、
ウレタン塗膜防水)

平面部分：適正な設計数量は　409　m　2
(コンクリート直均し仕上げの上、ウレタン
塗膜防水)

2　分の　1　を乗ずるなどすることなく
859　m　2　と算出していた。【450　m　2　過大】

施設の屋上の平面図
（参 考 図）
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省制定土木構造物標準設計１　側こう類・暗渠類」

（社団法人全日本建設技術協会。以下「標準設計」

という。）等に基づき、Ｂ町は「設計便覧（案）」（国

土交通省近畿地方整備局編）等に基づき、それぞ

れ行うこととしています。

　そして、２市町は、本件工事の設計業務を設計

コンサルタントに委託し、設計図面、設計計算書

等の成果品を検査して受領した上で、この成果品

に基づき施工することとしていました。

　集水桝の設計に当たり、Ａ市は、標準設計の中

から、設置箇所の条件に適合する標準図を選定

し、この標準図に基づいて側壁、底版等の部材の

形状や厚さを決定して、これにより施工していま

した。

　また、Ｂ町は、集水桝の側壁及び底版の部材に

作用する土圧等の荷重を求めて、鉄筋コンクリー

ト造の集水桝では、側壁及び底版の部材に配置す

る鉄筋の応力計算を行い、鉄筋に生ずる引張応力

度が許容引張応力度を下回ること、無筋コンク

リート造の集水桝では、側壁及び底版の部材のコ

ンクリートの応力計算を行い、コンクリートに生

ずる曲げ引張応力度が許容曲げ引張応力度を下回

ることなどから、いずれも応力計算上安全である

として、これにより施工していました。

　しかし、Ａ市は、集水桝４基のうち３基につい

て、車両等が通行することが想定される路肩等に

設置するため、自動車荷重の影響を考慮した標準

図を選定すべきであったのに、誤って自動車荷重

の影響を考慮しない場合に適用する標準図を選定

していました。

　また、Ｂ町は、集水桝８基のうち５基（鉄筋コ

ンクリート造２基、無筋コンクリート造３基）に

ついて、車両等が通行する道路等に設置するた

め、自動車荷重等の影響を考慮した応力計算を行

うべきであったのに、誤ってこれを行っていませ

んでした。さらに、上記とは別の鉄筋コンクリー

ト造の集水桝２基の側壁及び底版に配置する鉄筋

について、設計計算書とは異なった配置間隔によ

り配筋図を作成していました。

　そこで、２市町の集水桝について改めて応力計

算を行ったところ、鉄筋コンクリート造の集水桝

４基（Ｂ町４基）については、底版の鉄筋に生ず

る引張応力度が鉄筋の許容引張応力度を大幅に上

回るなどしており、また、側壁や底版のコンクリー

トに生ずるせん断応力度、曲げ圧縮応力度及び付

着応力度が、コンクリートの許容せん断応力度、

許容曲げ圧縮応力度及び許容付着応力度をそれぞ

れ大幅に上回るなどしていて、いずれも応力計算

上安全とされる範囲に収まっていませんでした。

　また、無筋コンクリート造の集水桝６基（Ａ市

３基、Ｂ町３基）については、側壁や底版のコン

クリートに生ずる曲げ引張応力度及びせん断応力

度が、コンクリートの許容曲げ引張応力度及び許

容せん断応力度をそれぞれ大幅に上回っていて、

いずれも応力計算上安全とされる範囲に収まって

いませんでした。

　したがって、２市町が設置した集水桝計 10 基

等（工事費相当額計 25,523,652 円、交付対象事業

費計 24,771,433 円）は、設計が適切でなかったた

め、所要の安全度が確保されていない状態となっ

ており、これらに係る交付金相当額計 12,385,715

円が不当と指摘されました。

　このような事態が生じていたのは、２市町にお

いて、委託した設計業務の成果品に誤りがあった

のにこれに対する検査が十分でなかったことなど

によるとされています。

　前記の事態について、事例を示すと次のとおり

です。

＜事　例＞

　Ｂ町は、令和元、２両年度に、ボックスカル

バート、鉄筋コンクリート造の集水桝５基（高さ

2.4 ｍ～ 3.0 ｍ、幅 1.2 ｍ～ 4.5 ｍ）、無筋コンクリ
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ート造の集水桝３基（高さ 1.1 ｍ～ 1.3 ｍ、幅 0.9

ｍ）の築造等を実施していました。

　同町は、鉄筋コンクリート造の集水桝５基の

側壁及び底版に配置する鉄筋について、径 13mm

又は 16mmの鉄筋を 12.5cm 間隔で配置すれば、

鉄筋に生ずる引張応力度が許容引張応力度を下回

ることなどから、応力計算上安全であるとしてい

ました。また、無筋コンクリート造の集水桝３基

について、鉄筋を配置しなくとも側壁及び底版の

厚さを 15.0cm 確保すれば、コンクリートに生ず

る曲げ引張応力度が許容曲げ引張応力度を下回る

ことなどから、応力計算上安全であるとしていま

した。

　しかし、同町は、鉄筋コンクリート造の集水桝

５基のうち２基及び無筋コンクリート造の集水桝

３基について、車両等が通行する道路等に設置す

るのに、設計に際して、自動車荷重を考慮する

などして応力計算を行っていませんでした。ま

た、設計計算書によれば、上記とは別の鉄筋コン

クリート造の集水桝２基の側壁及び底版に配置す

る鉄筋について、径 13mm又は径 16mmの鉄筋

を 12.5cm間隔に配置することとしていましたが、

配筋図を作成する際に、誤ってそれぞれの鉄筋を

25cm間隔で配置することとし、これにより施工

していました。

　そこで、上記の集水桝７基について自動車荷重

を考慮するなどして改めて応力計算を行ったとこ

ろ、表のとおり、側壁又は底版に生ずる応力度が

許容応力度を大幅に上回るなどしていて、応力計

算上安全とされる範囲に収まっていませんでし

鉄筋コンクリート造の集水桝 4基 無筋コンクリート造の集水桝 3基

鉄筋 コンクリート コンクリート

許容引
張応力
度

引張応
力度

許容せ
ん断応
力度

せん断
応力度

許容曲
げ圧縮
応力度

曲げ圧
縮応力
度

許容付
着応力
度

付着応
力度

許容曲
げ引張
応力度

曲げ引
張応力
度

許容せ
ん断応
力度

せん断
応力度

底版 上段：側壁
下段：底版 底版 上段：側壁

下段：底版 底版 底版

160 312
0.32 0.36

8.0 12.9 1.6
2.1

0.22 2.09 0.33 0.60
0.38 0.73 4.8

表　集水桝７基の側壁又は底版に生ずる応力度の最大値と許容応力度（単位：N/m㎡）

ボックスカルバート
集水桝

グレーチング

道路等

ボックス
カルバート

集水桝は車両等が通行する道路等に設置されていたのに、自動車荷重等の
影響が考慮されていなかった。

集水桝の概念図
（参 考 図）
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た。

　したがって、本件集水桝７基等（工事費相当額

18,137,768 円（交付対象事業費 17,951,858 円）、交

付金相当額 8,975,928 円）は設計が適切でなかっ

たため、所要の安全度が確保されていない状態と

なっていました。

　本件は、担当調査官によれば、各工事とも、設

計計算書と現場をみると自動車荷重が考慮されて

いなかったり、図面と応力計算の設計条件とが異

なっていることが判明したことなどが発見の端緒

となったようで、現場条件と設計条件が合致して

いるかなど、成果品に対する検査は重要であると

しています。

４　搬出可能な最寄りの処分地で経済比較

　この補助事業（河川等災害復旧）は、Ａ市Ｓ地

内において、平成 28、29 両年度に、平成 28 年台

風第 16 号及び豪雨により被災した市道の道路機

能を復旧するために、道路土工、排水構造物工等

をＡ市が事業費 56,426 千円（国庫補助金 37,406

千円）で実施したものです。このうち、道路土工

は、崩壊した土砂等を搬出し、新たに土砂を盛土

して路体を復旧するなどしたものです。

　同市は、工事により処分する土砂等（以下「建

設発生土」という。）の搬出先の決定を、建設発

生土の適正な処分と有効利用を図ることなどを目

的としてＴ県が制定した「Ｔ県県土整備部公共建

設副産物活用実施要領」（平成 25 年４月。以下「要

領」という。）に基づいて行うこととしています。

要領によれば、建設発生土は、当該工事現場や他

の公共工事等に利用できない場合は、当該工事現

場から 20km以内に所在する財団法人Ｔ県建設技

術センター（以下「センター」という。）の事業

所又は受入れ可能な地方公共団体等が運営する残

土処分場（以下、これらを合わせて「公営処分

地」という。）の中で、運搬費及び処分費（以下、

これらを合わせて「処分費等」という。）が最も

安価となる場所へ搬出することとされています。

そして、当該工事現場から 20km以内に公営処分

地がないなどの場合は、当該工事現場から 50km

以内に所在する公営処分地と建設発生土を受け入

れる民間施設（以下「民間処分地」という。）の

中で処分費等が最も安価となる場所へ搬出するこ

となどとされています。

　同市は、本件の建設発生土の搬出先を検討する

に当たり、本件工事現場から搬出先までの搬出距

離を地図上で計測したところ、搬出距離が 7.3km

となる最寄りの民間処分地が、20.0km となる位

置に最寄りの公営処分地が、それぞれ所在すると

した上で、要領に基づき、当該公営処分地を搬出

先として決定していました。そして、同市は設計

図書である特記仕様書に上記の公営処分地を搬出

先とすることを明記した上で、本件の建設発生土

を、その土量等を考慮して 10 ｔダンプトラック

により搬出することとして設計し、請負業者はこ

れにより建設発生土を搬出していました。

　しかし、同市が上記の搬出距離 20.0km を計測

するに当たり前提としていた搬出経路を確認し

たところ、車道幅員が約 2.2 ｍである箇所や、橋

りょうの重量制限が６ｔであり大型自動車の通行

が禁止されている箇所があるなど、車幅が約 2.5

ｍの 10 ｔダンプトラックが通行できない道路を

通行するものとなっていました。

　また、搬出先として設計していた公営処分地の

利用に当たっては、センターから同市等に発出さ

れた「新規建設発生土受入事務所の開所について

（通知）」（平成 25 年４月。以下「通知」という。）

において、当該公営処分地周辺の集落内の通行を

避けるなどした経路が指定されていたのに、同市

が設計で前提としていた搬出経路は、これに従っ

ていませんでした。
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　そこで、上記の搬出経路における現地の状況、

通知の内容等を踏まえて、車幅が約 2.5 ｍの 10

ｔダンプトラックの通行が可能である搬出経路の

うち、最短となる搬出経路の距離を改めて計測

すると 23.3km となり、20kmを超えていました。

このため、当該工事現場から 20km以内に公営処

分地がない場合に該当することとなり、最寄りの

公営処分地に搬出する場合と最寄りの民間処分地

に搬出する場合の処分費等を比較すると、最寄り

の民間処分地に搬出する場合の処分費等の方が安

価となることから、要領に基づき、最寄りの民間

処分地を搬出先として決定すべきであったと認め

られました。

　したがって、本件建設発生土の処分費等は、搬

出先の決定に係る設計が適切でなかったため、最

寄りの民間処分地を搬出先として設計した場合の

処分費等と比べて 6,825,368 円過大となっていて、

これに係る国庫補助金相当額 4,552,520 円が不当

と指摘されました。

　このような事態が生じていたのは、同市におい

て、建設発生土の搬出先を検討するに当たり、設

計で前提としていた搬出経路における現地の状況

の確認及び通知等についての理解が十分でなかっ

たことなどによるとされています。

　本件と類似の事例としては、令和元年度検査報

告に、残土を実際には場内有効利用としていたの

に再資源化施設に搬出する積算としていた積算過

大の事例があり、積算の前提と実際の現場状況の

確認は必ず行ってください。

５　支承部及び橋台の設計が不適切

　この補助事業（河川等災害復旧）は、Ｋ市Ａ町

Ｏ地内において、平成 30 年７月豪雨により被災

した二級河川Ｔ川に架かるM1号線７号橋等を復

旧するために、令和元、２両年度に、下部構造と

して直接基礎の逆Ｔ式橋台２基（以下、右岸側の

橋台を「A1 橋台」、左岸側橋台を「A2 橋台」と

いう。）の築造、上部構造としてプレストレスト

コンクリート桁（以下「PC桁」という。）の製作、

架設等をＫ市が事業費 53,350 千円（国庫補助金

39,630 千円）で実施したものです。

　同市は、本件橋りょうの設計を「道路橋示方

書・同解説」（平成 29 年版。社団法人日本道路

協会編。以下「示方書」という。）等に基づいて

行うこととしており、示方書によれば、橋台に設

置される支承部は、上部構造から伝達される荷重

を確実に下部構造に伝達する性能を確保すること

とされていて、その設計に当たっては、レベル１

地震動（注１）及びレベル２地震動（注１）によ

る影響を考慮することとされています。

　また、示方書によれば、地震時に支承部が破壊

されたとしても上部構造が容易に落下しないよう

に、落橋防止システムにより適切な対策を講ずる

こととされており、橋軸方向に対する対策は、桁

かかり長（注２）を確保することなどにより行う

こととされています。そして、桁かかり長につい

ては、支承部が破壊したときに、上部構造が下部

構造の頂部から逸脱して落下するのを防止するた

めに必要な長さ（以下、この必要な長さを「必要

桁かかり長」という。）を算出し、必要桁かかり

長以上の長さを確保することとされています。

　同市は、本件工事の設計業務を設計コンサルタ

ントに委託し、設計図面、設計計算書等の成果品

を検査して受領していました。そして、同市は、

この成果品に基づき、A1 橋台及びA2 橋台のそ

れぞれの支承部は、橋座部に垂直に埋め込まれた

水平力を受けるためのアンカーバー（長さ 0.58

ｍ、径 28mm）計５本等を設置すれば、所要の安

全度が確保されるとして、これにより施工してい

ました。

　しかし、同市は、本件橋りょうの設計に当た
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り、示方書によれば、直接基礎の橋台の安定に

関する照査ではレベル１地震動時における検討を

行って所要の性能を満足していればレベル２地震

動時も所要の性能を満足しているとみなしてよい

とされていることから、誤って、支承部の設計に

ついてもレベル１地震動時における照査のみを行

うことにより所要の安全度が確保されるとして、

レベル２地震動時における照査を行っていません

でした。そこで、本件橋りょうの支承部につい

て、レベル２地震動時における照査を行ったと

ころ、A1 橋台のアンカーバーに生ずる曲げ引張

応力度（注３）は、532.2N/m㎡となり、曲げ引

張応力度の制限値（注３）305.0N/m㎡を大幅に

上回っていて、設計計算上安全とされる範囲に収

まっていませんでした。

　また、同市は、本件橋りょうについて、必要桁

かかり長を確保するなどの落橋防止システムの検

討は必要ないと誤認して、この検討を行っていま

せんでした。そこで、示方書に基づいて、必要桁

かかり長を算出すると 74.6cm となり、施工され

た本件橋りょうの現況の桁かかり長はA1橋台で

は 52.5cm から 54.0cm まで、A2橋台では 55.5cm

となっていることから、必要桁かかり長に比べて

長さが不足しており、落橋防止システムの性能が

確保されていない状況となっていました（参考図

参照）。

左岸 橋長　9.88　m
支間長　9.34　m

橋軸方向
右岸

下部構造下部構造

支承部の概念図(側面)

橋桁の端部

上部構造(PC　桁) 水平力

下部構造

橋座部の縁端

上部構造

A　2　橋台
(可動支承側)

A　1　橋台
(固定支承側)

ゴム支承
(厚さ　20　mm、幅　0.2　m)

アンカーバー
(長さ　0.58　m、径　28　mm)

(必要桁かかり長)
74.6　cm

(現況の桁かかり長)
A　1　橋台　52.5　～　54.0　cm
A　2　橋台　55.5　cm

橋りょう概念図
（参 考 図）
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　したがって、本件橋りょうは、支承部及び橋台

の設計が適切でなかったため、上部構造の所要の

安全度が確保されていない状態となっていて、橋

台及びこれに架設された PC桁等（工事費相当額

32,584,333 円）は、工事の目的を達しておらず、

これに係る国庫補助金相当額 25,056,554 円が不当

と指摘されました。

　このような事態が生じていたのは、同市におい

て、示方書についての理解が十分でなかったこ

と、委託した設計業務の成果品に誤りがあったの

にこれに対する検査が十分でなかったことなどに

よるとされています。

（注１）レベル１地震動・レベル２地震動
　「レベル１地震動」とは、橋の設計供用期間
中にしばしば発生する地震動をいい、「レベル
２地震動」とは、橋の設計供用期間中に発生
することが極めてまれであるが一旦生ずると
橋に及ぼす影響が甚大であると考えられる地
震動をいう。

（注２）桁かかり長
　橋桁の端部から橋座部の縁端までの長さ

（注３）曲げ引張応力度・曲げ引張応力度の制限値
　「曲げ引張応力度」とは、材の外から曲げよ
うとする力がかかったとき、そのために材の
内部に生ずる力のうち引張側に生ずる力の単
位面積当たりの大きさをいい、その数値が設
計上超えてはならない数値を「曲げ引張応力
度の制限値」という。

　昨年は橋りょう関係の指摘はありませんでした

が、４年度は、本件を含めて３件の指摘がありま

す。事態としては、これまでに何度も指摘されて

いる「桁かかり長」や「落橋防止システム」に関

する事態が復活し始めましたので、十分に警戒し

てください。

６　地下水位による浮上の検討を行わず

　この補助事業（河川等災害復旧）は、Ｄ町Ｔ地

内の準用河川Ｏ川において、平成 30、令和元両

年度に、平成 30 年台風第 24 号により被災した護

岸を復旧するために、法覆護岸工、水路工等をＤ

町が事業費 19,775 千円（国庫補助金 10,831 千円）

で実施したものです。

　同町は、本件水路工の設計を「土地改良事業計

画設計基準・設計「水路工」」（農林水産省農村振

興局制定。以下「設計基準」という。）等に基づ

いて行っています。設計基準によれば、水路の安

定を図るために、水路背面の地下水位による水路

の浮上に対する検討として、水路の自重と、土圧

により水路背面に作用する摩擦力とを合わせた下

向きの鉛直力を、周辺の地下水による上向きの鉛

直力である浮力で除した値が、当該水路の目的、

規模等を考慮して定めた安全率（1.1 ～ 1.2）以上

となることを確認することとされています。ま

た、水路周辺の地形等を考慮し、必要に応じて水

路内を空虚とした条件の下での豪雨による水位急

上昇を考慮する必要があるとされています。

　同町は、当初、本件水路工を、現場打ちコンク

リート水路を築造することにより実施することと

し、本件水路を築造する箇所の周辺に湧き水等が

発生していないことから地下水は低いと判断し

て、当該水路の浮上に対する検討を省略しても安

全であるとしていました。

　そして、同町は、本件工事の契約後に、請負人

から施工性等を考慮して現場打ちコンクリート水

路からプレキャスト鉄筋コンクリート製のＵ型水

路（高さ 0.935 ｍ、内空断面の幅 1.5 ｍ～ 1.6 ｍ、

底版の厚さ0.075ｍ、延長29.0ｍ。以下「Ｕ型水路」

という。）に変更したい旨の施工承諾願の提出を

受けましたが、当該設計における現場打ちコンク

リート水路と同様に、浮上に対する検討を省略し

ても安全であるとして、当該検討を行わずに承認

し、これにより施工していました（参考図１参照）。

　しかし、水路周辺の現地の状況について確認し

たところ、復旧した水路の上流部に流入する河川

がないために平常時においても水路内の水位は低
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く、また、水路の下流端に落差工があることなど

により、豪雨時や豪雨後においても水路内は水が

流れやすいことから、水路内の水位は低下しやす

い状況となっていました。一方、水路背面につい

ては、降雨により地中に浸透した地下水を排出す

るための水抜工が水路に施工されていないことな

どにより、水が滞留し地下水位が上昇しやすい状

況となっていました。また、現場打ちコンクリー

ト水路からＵ型水路に変更したことにより自重が

軽くなっているため、水路がより浮上しやすい状

況となっていました。これらのことから、本件Ｕ

型水路については、設計基準に基づき、水路内を

空虚とした上で、地中に浸透した地下水の水位を

考慮して浮上に対する検討を行う必要がありまし

た（参考図２参照）。

　そこで、本件Ｕ型水路について、前記の台風に

よる豪雨により天端を超える高さまで河川の水位

が上昇したことを踏まえて、地中に浸透した地下

水の水位をＵ型水路の底版から側壁の天端までの

高さである 1.01 ｍとし、また、水路内を空虚と

するなどして浮上に対する検討を行ったところ、

安全率は 0.68 となり、必要とされる安全率 1.1 を

大幅に下回っていました。

　したがって、本件U型水路は、設計が適切で

なかったため、所要の安全度が確保されていない

状況となっており、U型水路及びU型水路上部

当局の安定計算による水路の概念図

適切な安定計算による水路の概念図

（参考図１）

（参考図２）

幅　1.5　m　～　1.6　m 法覆護岸

高さ　0.935　m

底版の厚さ　0.075　m

当局は、地下水位が低いと
判断して浮上に対する検討
を行っていない。

幅　1.5　m　～　1.6　m

法覆護岸

高さ　0.935　m

底版の厚さ　0.075　m

豪雨時における
河川の水位

地下水位

水路の自重等

浮力
水路の自重等を浮力で除した値が
1.1　～　1.2　以上であれば安全とされ
ている。

設計を行う際
に用いる地下
水の水位
1.01　m

水路内の水が流れた後の空虚
な状態で浮上に対する検討を
行う。
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の法覆護岸（工事費相当額 8,758,300 円）は工事

の目的を達しておらず、これに係る国庫補助金相

当額 5,841,786 円が不当と指摘されました。

　このような事態が生じていたのは、同町におい

て、設計基準に対する理解が十分でなかったこと

などによるとされています。

　水路の浮上については、これまでにも農業用水

路などで類似又は同種の指摘が繰り返されてお

り、本件の担当者によれば、過去の指摘を踏まえ

て、U型水路に水抜き穴が施工されていないこ

とに注目したことが発見の端緒になったとのこと

で、地下水位と水抜き穴には特に注意する必要が

あります。

７　支間長及びシートの選定や接着方向も誤る

　この交付金事業（社会資本整備総合交付金（地

域住宅政策推進））は、Y町MU地内において、

令和元、2両年度に、町道M2号線の農業用水路

と交差する箇所に架かる床版橋の補強工等をY

町が事業費 23,034 千円（交付金 10,020 千円）で

実施したものです。

　当該床版橋は、自動車の通行する方向（以下

「橋軸方向」という。）に並行する形で設置された

西側と東側の 2基の床版で構成されています（参

考図参照）。

　同町は、床版橋の補強工等の設計を「道路橋仕

方書・同解説」（公益社団法人日本道路協会編。

以下「仕方書」という。）等に基づき行うことと

しています。そして、同町は、本件工事の設計業

務を設計コンサルタントに委託し、設計図書、構

造計算書等の成果品を検査して受領した上で、こ

れらの成果品に基づき施工することとしていまし

た。

　上記のうち構造計算書によると、西側及び東側

の床版は、橋軸方向に配置されている鉄筋に生ず

る引張応力度（注１）が許容引張応力度（注１）

を上回っていることから、鉄筋に生ずる引張応力

度を低減させることなどを目的として、床版の下

面に、炭素繊維を一方向に配列した炭素繊維シー

ト（以下「シート」という。）を、炭素繊維の方

向が橋軸方向になるように接着することとしてい

ました。そして、これにより、鉄筋に生ずる引張

応力度が西側の床版で 100.1N/m㎡、東側の床版

で 101.1N/m㎡となり、いずれも許容引張応力度

140N/m㎡を下回ることから応力計算上安全であ

るとしていました。

　しかし、設計図書、構造計算書、工事写真等及

び現地の状況を確認したところ、床版補強工の設

計は次のとおり適切ではありませんでした。

ア　シートの種類の選定等

（ｱ）西側の床版

　同町は、西側の床版について、支間長（注２）

を床版の橋軸方向の全長に基づき 4.25 ｍと算

出して応力計算を行い、目付量（シート１㎡当

たりの炭素繊維の重量）600g/㎡の高弾性シー

ト（注３、見積単価 36,160 円 /㎡）４層を接着

することとしていました。しかし、仕方書等に

よれば、鉄筋コンクリート製の床版の支間長は、

支承の間隔とすることなどとされていることか

ら、支間長を床版の全長に基づき算出したのは

誤りであり、適正な支間長は 3.02 ｍでした。

　そこで、適正な支間長に基づくなどして、改

めて床版の補強に用いるのに所要の安全度が確

保でき、かつ、経済的なシートの種類等を選定

して応力計算を行ったところ、目付量 600g/㎡

の中弾性シート（注３、見積単価 30,160 円 /㎡）

１層を接着することとすれば、鉄筋に生ずる引

張応力度は 134.5N/m㎡となり、許容引張応力

度 140N/m㎡を下回ることから、所要の安全度

が確保でき、かつ、最も経済的な設計になった

と認められました。
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（ｲ）東側の床版

　同町は、東側の床版について、応力計算の結

果、目付量 300g/㎡の高強度シート（注３、市

販の積算参考資料に掲載されている単価 6,360

円 /㎡）１層を接着することとしていました

が、設計図書を作成する際に、誤って、目付量

600g/㎡の高弾性シート（見積単価 36,160 円 /

㎡）４層を接着することとしていました。また、

同町は、応力計算に当たり、工事実施後の東側

の床版の厚さを 0.28 ｍとすべきところ、誤っ

て 0.22 ｍとしていました。そこで、適正な床

版の厚さに基づくなどして応力計算を行い、

シートを接着する必要性について確認したとこ

ろ、シートを接着しないこととしても、鉄筋に

生ずる引張応力度は 80.8N/m㎡であり、許容引

張応力度 140N/m㎡を下回ることから、シート

を接着する必要はなかったと認められました。

　これらのことから、西側の床版については

目付量 600g/㎡の中弾性シート１層を接着し、

東側の床版についてはシートを接着しないこ

ととして、本件工事の工事費を修正計算する

と計 17,490,000 円となり、本件工事の工事費

23,034,000 円は、これに比べて 5,544,000 円（交

付金相当額 2,494,594 円）が過大となっていま

した。

イ　シートを接着する方向

　前記のとおり、構造計算書によると、同町は、

炭素繊維の方向が橋軸方向になるようにシートを

接着することとしていましたが、請負人に本件工

事を発注した際の設計図書においては、シートを

接着する方向が示されていませんでした。そして、

請負人は床版にシートを接着する際に、炭素繊維

の方向が、橋軸方向ではなく、農業用水路の水流

の方向になるように施工していました。このため、

本件工事により接着したシートは、鉄筋に生ずる

引張応力度を構造計算のとおりに低減させるもの

となっていませんでした。

　そこで、上記の施工状況に基づき、支間長及び

床版の厚さについても適正な値（ア参照）を用い

て改めて応力計算を行ったところ、西側の床版に

おいて鉄筋に生ずる引張応力度が 195.9N/m㎡と

なり、許容引張応力度 140N/m㎡を大幅に上回っ

ていて、応力計算上安全とされる範囲に収まって

いませんでした。

　このように、西側の床版に係る補強工（工事費

相当額 2,767,131 円、交付金相当額 1,239,565 円）

は設計が適切でなかったため、西側の床版の所要

の安全度が確保されていない状態となっていまし

た。

  したがって、本件工事は、アのとおり、設計が

適切でなかったため、工事費が過大となっており、

また、イのとおり、西側の床版の所要の安全度が

確保されていない状態となっていて、ア及びイの

事態に係る重複分を除いた工事費相当額6,745,486

円に対する交付金相当額 3,029,677 円が不当と指

摘されました。

　このような事態が生じていたのは、同町におい

て、委託した設計業務の成果品の内容が適切でな

かったのに、これに対する検査が十分でなかった

ことなどによるとされています。

（注１）引張応力度・許容引張応力度
　「引張応力度」とは、材に外から引張力がか
かったとき、そのために材の内部に生ずる力
の単位面積当たりの大きさをいう。その数値
が設計上許される上限を「許容引張応力度」
という。

（注２）支間長　　
　橋の上部構造に作用する荷重を下部構造に
伝達する支点間の距離

（注３）高弾性シート・中弾性シート・高強度シート
　「高弾性シート」とは、大きなひずみの発生
が許されないような箇所で、より大きな荷重
をシート側に分担させるために用いられる、
特に高い剛性を有するシートをいい、「高強度
シート」とは、剛性は高くないが、主材料で
ある炭素繊維の持つ高強度の特性をいかした、
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　本件の担当調査官によれば、本件の発見の端緒

は、施工写真を確認したところ、炭素繊維の方向

が補強すべき鉄筋の方向とは異なる方向となって

いたことを発見したことによるとしており、再発

防止としては、設計者、発注者、施工業者も炭素

繊維シートは正しい方向に接着しないと効果を発

揮しないことを確認しておくこと、目付量や引張

強度に応じた複数の製品があるので構造計算を

行った上で経済的なシートを選択すること、ま

た、設計図面にシートの種類、接着層数、接着方

向等の情報を確実に記述することなどを挙げてお

ります。

８　おわりに

　最近の指摘事例では、若手の担当者の活躍が目

立ってきています。若手達は、当初は、過去の先

輩達の指摘に倣った検査を行っているようでした

が、最近では、過去の事例も踏まえつつ、それぞ

れの得意分野を開拓し、更に分野の幅も広げて新

たな観点からの検査にも取り組みはじめているよ

うです。

　令和７年３月号には、５年度検査報告からの農

業土木関係の指摘事例を中心に紹介させて頂き、

また、今回と同様に、農業土木でも参考になると

思われる事例についても紹介させて頂く予定で

す。

農業用水路

応力計算におい
て用いていた支
間長　4.25　m

町道水上　2　号線

西側の床版

示方書等に基づく適
正な支間長　3.02　m

東側の床版

炭素繊維シート
(床版の下面に接着)

農業用水路の水流
の方向

橋軸方向

河川

西側の床版及び東側の板版の概念図
（参 考 図）

橋りょうの補強等に幅広く用いられる高い引
張強度を有するシートをいい、「中弾性シート」
とは高弾性シートと高強度シートの中間の特
性をもったシートをいう。
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令和６年度は、昨年度から継続して開講している講座に、新たに 11 講座（番号；181 ～ 191）を加

えるとともに、都合により 43 講座を閉講して、現在 148 講座を開講しています。分野分類では、設

計・施工、防災、管理、環境・自然エネルギー及びその他と多岐にわたっています。

■令和６年度 農業農村Web カレッジ研修  新規開講講座

　（註）講師の情報は、講義実施（映像撮影）時点のものです。

Web カレッジ研修のご利用は、次のURLからアクセスして下さい。

　　　URL：　https://www.sderd.or.jp/html2017/c49webc.html

開講中の全講座情報は、こちら↓

　　　URL：　https://www.sderd.or.jp/html2017/pdf/c49webc/c49webc_6_kouzanaiyou20240801.pdf

　　令和６年度
農業農村Web カレッジ研修のご紹介

● 資格・研修
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■令和６年度技術士試験対策講座

　技術士第二次試験（農業部門）の受験対策講座です。

　選択科目（記述式）の概要、試験科目と問題の種類、農業農村工学分野の問題に対する解答作成の

ポイント・出題傾向と対策について学習できます。こちら↓

　　　URL：　https://www.sderd.or.jp/html2017/c47gijutsushi.php

■ご意見ご要望は、次のURL に記載のメールアドレスまでお寄せ下さい。

　　　URL：　https://www.sderd.or.jp/html2017/a7otoiawase.html
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協　会　だ　よ　り　

協 会 だ よ り

①　令和５年度　第２回理事会（令和６年３月 12 日）

②　令和５年度　技術普及委員会　資格試験・研修推進部会（令和６年３月 13 日）

③　令和６年度　農業農村Web カレッジ研修（Web） 137 講座の開講

（令和６年４月 15 日～令和７年３月 31 日）

④　令和６年度　技術士試験対策講座（Web）

（令和６年４月 30 日～令和７年３月 31 日）

⑤　令和６年度　第１回理事会（令和６年５月 14 日）

⑥　令和６年度　技術研究委員会　第１回測量・調査設計合同部会（令和６年５月 14 日）

⑦　令和６年度　農業土木技術管理士研修会

（令和６年５月 21 日（那覇）から７月 17 日（東京）まで）

⑧　令和６年度　土地改良補償業務研修会

（令和６年５月 31 日（さいたま）から７月５日（札幌）まで）

⑨　令和６年度　定時総会（令和６年６月 11 日）

⑩　令和６年度　農業用ため池管理保全技士講習会（Web）（令和６年６月 17 ～ 30 日）
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⑪　令和６年度　農業用ため池管理保全技士認定試験（令和６年７月６日）

⑫　令和６年度　農業土木技術管理士講習会（地方ブロック等主催）

（令和６年７月 11 日（那覇）から８月１日（仙台）まで）

⑬　令和６年度　土地改良補償業務管理者等講習会（地方ブロック主催）

（令和６年７月 17 日（岡山）から８月 20 日（名古屋）まで）

⑭　令和６年度　農業農村Web カレッジ研修（Web）　11 講座の追加

（令和６年８月１日～令和７年３月 31 日）

⑮　令和６年度　技術研究委員会　第２回測量・調査設計合同部会（令和６年８月５日）

⑯　令和６年度　農業農村地理情報システム技士基礎講習（Web）

（令和６年９月２日～ 10 月 31 日）

⑰　令和６年度　農業農村地理情報システム技士研修（Web）

（令和６年９月２日～令和７年３月 31 日）

⑱　令和６年度　土地改良補償士総合用地補償業務講習会（令和６年９月４日（東京））

⑲　令和６年度　土地改良補償業務管理者資格試験及び農業土木技術管理士資格試験

（令和６年９月 14 日（全国８会場））

⑳　令和６年度　土地改良補償士総合用地補償業務講習会（Web）

（令和６年 10 月１日～ 31 日）

㉑　令和６年度　技術研究委員会　第３回測量・調査設計合同部会（令和６年 10 月３日）

㉒　令和６年度　農業用ため池管理保全技士研修会（令和６年 10 月 29 日（岡山））

㉓　令和６年度　土地改良補償士資格試験（令和６年 11 月７日（東京））

㉔　令和６年度　農業農村地理情報システム技士実技講習及び認定試験
（令和６年 11 月 13 ～ 14 日（東京））
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　今年も猛暑が続き、やっと秋の気配を感じても

昼夜の寒暖差は大きく、体調を崩されている方

は多いのではないでしょうか。そんな中で、ド

ジャースに移籍した大谷翔平選手の一打席毎に一

喜一憂し、50－50 の達成やポストシーズンでの

活躍に感動と勇気を与えられ、社会現象化した大

谷フィーバーの年でもあったかと思います。大

リーグ選手の中でも頭抜けた大谷選手のパワー

を見ていると、昭和時代に日米野球での体格や

パワーの違いに驚愕した者にとっては、時代の変

化とともに、日本人としての誇りを感じてしまい

ます。

　また、能登半島や秋田・山形での豪雨災害をは

じめ全国各地での災害が今年も多数発生しまし

た。かくいう筆者の自宅のある地域でも台風 10

号の影響による線状降水帯により、河川の氾濫、

家屋の浸水被害などがありました。ほ場整備と一

体的に河川整備がなされ、災害とは無関係である

と勝手に思い込んでおり、今回の災害により、ど

のような地域でも想定外の災害は起こり得て、常

日頃からの災害への備えの重要性を痛感いたしま

した。

　さて、当協会は６月の定時総会において久保成

隆会長が勇退され、土地改良のエキスパートであ

る小林祐一氏が会長に、また、国会で農林水産業

の代表として活躍されている宮崎雅夫参議院議員

に顧問として新たに就任頂いたところです。食料

農業農村基本法が四半世紀ぶりに改正され、農業

農村整備事業を含め農政が大きく転換されようと

する中、新体制の下で技術者の養成の取組等協会

業務を更に充実させていく必要があると考えてい

ます。

（専務理事　野原　弘彦）

編 集 後 記

　広報・機関誌編集部会

　　　　 野　原　弘　彦

　　　 　長　井　　　薫

（2024 年 11 月発行）
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  Agricultural and Rural Development Information Center　　　　　　　　　　      一般社団法人農業農村整備情報総合センター

2025年10月にARICは創立40周年を迎えます2025年10月にARICは創立40周年を迎えます
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